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はじめに 

 

枚方市は、淀川とその支流である船橋川、穂谷川、

天野川からなる豊富な水の流れや東部地域に広がる

里山、身近にふれあえるみどりなどの豊かな自然環

境に恵まれ、歴史や文化を大切に継承しながら、住

宅都市として発展してきました。本市では、こうし

た貴重な環境を保全し、未来へ引き継いでいくため、

「枚方市環境基本条例」に基づき「枚方市環境基本

計画」を策定し、環境施策を総合的かつ計画的に推

進してまいりました。 

しかし、地球温暖化が原因と考えられる気候変動や生物多様性の喪失など、地球

環境問題は深刻化しており、環境負荷の低減に向けたさらなる取り組みが求めら

れています。また、国外では、持続可能な開発目標（SDGs）を掲げる「持続可能

な開発のための2030アジェンダ」や温暖化対策の新しい枠組みである「パリ協

定」が採択されるなど、世界における環境施策を取り巻く状況は大きな転換期を迎

えています。 

こうした社会状況の変化や課題に対応するため、本市では、令和元年6月に「プ

ラごみダイエット～ポイ捨てゼロ宣言」、令和2年2月に「2050年二酸化炭素排出

量実質ゼロ宣言」を行うなど、重点的に取り組みを進めてきましたが、さらなる環

境施策の推進に向けて、今後の基本的な方向性を定めた「第３次枚方市環境基本計

画」を策定しました。 

今回の計画では、本市が魅力的で活気あるまちとして発展を続けながら、豊かな

環境を後世に引き継いでいけるよう、「地域から地球へ、みんなでつなぐ豊かな環

境～住み続けたいまち 枚方～」をテーマとし、SDGsとの関係性を明確にするこ

とで、計画の推進と同時にSDGsのゴール達成に寄与することをめざしています。 

計画の推進にあたっては、市民・市民団体、事業者、行政などのすべての主体が

連携・協力しながら、一人ひとりが自ら考え、可能な限りの取り組みを一歩ずつ積

み重ねていくことが重要と考えています。本市はその先頭に立ち、積極的かつ着実

に計画を推進してまいりますので、より一層のご理解とご協力をお願い申し上げ

ます。 

最後に、本計画策定にあたり多大なご尽力をいただきました枚方市環境審議会

の各委員の皆様をはじめ、貴重なご意見・ご提案にご協力くださいました多くの

方々に心から感謝申し上げます。 

 

令和3年３月             

枚方市長  
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 計画の基本的事項 

 計画策定の趣旨 

本市では、「枚方市環境基本条例」に基づき、平成13（2001）年2月に「枚方市環境基

本計画」、平成23（2011）年3月に、令和2（2020）年度までを計画期間とする「第2次

枚方市環境基本計画」（以下、「前計画」といいます。）を策定し、市民・市民団体、事業者

とともに様々な環境保全の取り組みを推進してきました。 

前計画の策定以降、国際的な動向として、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）やパリ協定の

採択、国内においては、第5次環境基本計画や生物多様性国家戦略の策定、環境教育等によ

る環境保全の取組の促進に関する法律が施行されるなど、環境施策を取り巻く状況は大きく

変化しています。 

また、本市においては、これまでの環境保全の取り組みを踏まえ、「第５次枚方市総合計

画」や分野別行政計画である「枚方市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）改定版」、「枚

方市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」、「枚方市みどりの基本計画」などの関連計画を策定

し、取り組みを進めています。 

こうした国内外の動向や関連計画との整合、前計画の進捗状況、課題等を踏まえ、新たに

「生物多様性地域戦略」、「環境教育行動計画」を盛り込み、今後実施していくべき環境施策

の基本的な方向性を定めるため、第3次枚方市環境基本計画を策定しました。 
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 計画とSDGsとの関わり 

SDGsの17のゴールは、相互に関連し、社会、経済、環境の３側面から捉えることができ

ます。また、エネルギー利用や気候変動対策など、環境に関連するゴールが数多く設定され、

それらは、社会、経済に関連するゴールの土台となっていることから、環境の分野において、

持続可能な社会を構築することがSDGsの全体の目標達成に向けて重要となっています。 

さらに、SDGsの理念である「誰一人取り残さない」社会の実現をめざすためには、市民・

市民団体、事業者、市が連携・協力し、SDGsの趣旨を十分に理解したうえで、持続可能なま

ちづくりを進めていく必要があります。 

このため、本計画の目標達成に向けて、環境保全施策を推進することは、SDGsのゴールの

達成にも近づくことから、本計画では計画の目標とSDGsの考え方との関係を明確にします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＤＧｓ（エスディージーズ）とは… 

平成13（2001）年に策定されたミレニアム開発目標（MＤＧｓ）の後継として、平成27

（2015）年9月の国連サミットで採択された持続可能な開発目標（Sustainable Development 

Goals）の略で、地球上の誰一人として取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会の実

現のため、令和12（2030）年までに国際社会がめざすべき目標で、17のゴール・169のター

ゲットから構成されています。 

国においては、平成28（2016）年5月に内閣総理大臣を本部長とするＳＤＧｓ推進本部が設

置され、同年12月に「ＳＤＧｓ実施指針」が決定されるなど、具体的な取り組みが進められてい

ます。ＳＤＧｓは、国際レベル、国レベル、自治体レベル、民間レベルなど、あらゆるレベルで

の取り組みが重要とされています。 

また、持続可能な開発のキーワードとして、人間（People）、地球（Planet）、繁栄（Prosperity）、

平和（Peace）、連携（Partnership）の5つのPを掲げています。 

 

出典：国際連合広報センター 

17のゴール 5つのＰ 
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 計画の位置づけ 

本計画は、枚方市環境基本条例第9条第1項に基づく、環境の保全と創造に関する施策を

総合的かつ計画的に推進するための計画であり、第5次枚方市総合計画と整合を図りながら

推進していく分野別行政計画で、環境施策を推進するための基本方針となるものです。 

また、分野別行政計画である枚方市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）改定版や、枚

方市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画、枚方市みどりの基本計画などと整合を図っていくも

のです。 

さらに、「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」に基づく環境教育行動

計画や「生物多様性基本法」に基づく生物多様性地域戦略を包含し、具体的な取り組みを推

進するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1 環境基本計画の位置づけ 

 

 計画の対象範囲 

本計画では、地球温暖化などの地球規模の環境問題から身近な環境問題まで対応するため、

「地球環境」、「自然環境」、「資源循環」、「都市環境・生活環境」を対象とし、様々な環境問

題に取り組んでいくものとします。また、対象とする地域は枚方市全域とし、広域的な取り

組みが必要なものについては、国、府、他市町村などと連携・協力しながら課題の解決に取

り組んでいくものとします。 

 

 計画の期間 

本計画の計画期間は、令和3（2021）年度から令和12（2030）年度までの10年間と

します。ただし、本市を取り巻く社会状況等の変化を踏まえ、概ね、5年後に中間見直しを

検討します。 

第5次枚方市総合計画 

基本構想 

基本計画 

分野別行政計画 

 

 

その他関連計画 

枚方市地球温暖化対策実行計画 枚方市みどりの基本計画 

第２次枚方市里山保全基本計画 枚方市都市計画マスタープラン 

枚方市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画 

 

 

第3次枚方市環境基本計画 

枚方市環境基本条例（1998年3月制定） 

整合 

整合 
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 計画の構成 

計画の構成を次に示します。 

 

 第１章 計画の基本的事項 

1.1. 計画策定の趣旨 

1.2. 計画とＳＤＧｓとの関わり 

1.3. 計画の位置づけ 

1.4. 計画の対象範囲 

1.5. 計画の期間 

1.6. 計画の構成 

 

 第２章 計画の目標 

2.1. 計画のテーマ 

2.2. わたしたちがめざす将来の環境の姿 

2.3. 計画の基本目標と環境施策の体系、SDGsとの関係 

2.4. 2050年二酸化炭素排出量実質ゼロに向けて 

 

 第３章 目標達成に向けた環境施策の展開 

3.1. すべての主体が環境保全活動に取り組む 

【パートナーシップ・環境教育】 

3.2. 脱炭素化を推進するまちをめざす【地球環境】 

3.3. 自然が保全され、人と自然が共生するまちをめざす【自然環境】 

3.4. 環境負荷の少ない、資源が循環したまちをめざす【資源循環】 

3.5. 健康と安全が守られ、快適な都市環境が確保されたまちをめざす 

【都市環境・生活環境】 
 

 第４章 枚方市環境教育行動計画 
 

 第５章 枚方市生物多様性地域戦略 

 

 第６章 計画の推進と進行管理 

6.1. 計画の推進体制 

6.2. 計画の進行管理 
 

 資料編 

【１】諮問 

【２】答申 

【３】枚方市環境審議会 委員名簿 

【４】枚方市環境審議会 環境基本計画策定部会委員名簿 

【５】枚方市環境審議会 審議経過 

【６】前計画の各環境分野におけるこれまでの取り組み 

【７】第2次枚方市環境基本計画策定以降の社会状況の変化と新たな課題 

【８】関連計画の動向 

【９】枚方市の地域特性 

【10】市民・事業者アンケート及び市内高校生ワークショップ結果について 

【11】用語集 

【12】枚方市環境基本条例 
 

背景・目的 

計画のテーマ・目標 

具体的な環境施策 

推 進 
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 計画の目標 

 計画のテーマ 
 

枚方市環境基本条例等を踏まえ、本計画のテーマを以下のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域から地球へ、みんなでつなぐ豊かな環境 

～住み続けたいまち 枚方～ 

私たちの暮らしは、食糧、エネルギー、資源などのすべてにおいて、豊かな環境の恵

みによって成り立っています。しかしながら、近代社会が今のように発展する過程にお

いて、環境へ与えてきた大小さまざまな負荷の影響は、生態系の変化や、地球規模での

気候変動などの形で顕在化しつつあります。健康で文化的な生活を支える豊かな環境

の恵みを将来にわたって享受するには、今の時代を担う私たちが、環境への負荷を減ら

し、地域環境や地球環境を保全しながら、持続可能な社会を実現していかなくてはなり

ません。 

本市は、淀川やその支流からなる豊かな水の恵み、東部地域に広がる里山や身近にふ

れあえるみどりなど、豊かな自然環境を有するとともに、古くから人々の暮らしが営ま

れ、大阪・京都の交通の利便性の高さから、歴史や文化を継承する住宅都市として発展

してきました。こうした自然環境と都市環境の調和からなるまちの特徴は本市の魅力

であり、将来の環境に対する市民アンケートや高校生ワークショップにおいても、自然

環境と都市環境の保全などのバランスを重視する意見が多く見られました。 

本市が魅力的で活気あるまちとして発展を続け、限りある資源を将来に引き継いで

いくためには、市民・市民団体、事業者、市などのそれぞれの主体が連携・協力のもと、

自ら考え、行動することが求められます。また、環境問題の解決に向けては、本市域を

越えて、近隣市町村や大阪府などと広域的な取り組みを進める必要があります。このよ

うな背景を踏まえ、豊かな環境を後世に伝えていけるよう、本計画のテーマとして「地

域から地球へ、みんなでつなぐ豊かな環境 ～住み続けたいまち 枚方～」を設定しま

した。 
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 わたしたちがめざす将来の環境の姿 

本計画の取り組みを推進した10年後の環境の姿を以下のとおり示します。 
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 計画の基本目標と環境施策の体系、SDGsとの関係 
 

枚方市環境基本条例では、前文で「私たちは、豊かな環境の恵みを享受する一方で環境に

対して様々な影響を与えていることや、地域の環境を良好に維持することが地球環境の保全

につながることを理解し、これまでの生活や事業活動を自ら問い直し、すべての市民の参加

と協働によって地域の健全で恵み豊かな環境を保全し、ゆとりと潤いのある快適な生活環境

を創造していくよう取り組まなければならない。この認識のもとに、市民憲章の理念を踏ま

え、人と自然とのふれあいが保たれ、景観・歴史・文化などの地域の特性を活かした快適で

住み良く、環境への負荷の少ない持続的に発展することが可能な“環境を思いやるまち枚方”

を実現するため、ここに、この条例を制定する。」としています。 

私たち市民一人ひとりが環境に関心を持ち、自ら考え行動し、恵み豊かな環境を保全し、

ゆとりと潤いのある快適な生活環境を創造していくよう取り組んでいくことは、環境に関す

るすべての分野に共通していることから、分野横断的に、「パートナーシップ・環境教育」

を位置づけ、「すべての主体が環境保全活動に取り組む」を基本目標として設定します。 

さらには、本計画の対象範囲を踏まえ、「地球環境」、「自然環境」、「資源循環」、「都市環

境・生活環境」のそれぞれの分野で、「脱炭素化を推進するまちをめざす」、「自然が保全さ

れ、人と自然が共生するまちをめざす」、「環境負荷の少ない、資源が循環したまちをめざす」、

「健康と安全が守られ、快適な都市環境が確保されたまちをめざす」を基本目標として設定

します。これらの分野間は、相互に関連しており、総合的に施策を推進します。 

また、「誰一人取り残さない」を理念に、持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現をめ

ざしたSDGsの17のゴールは、「1.2. 計画とSDGsとの関わり」で示したとおり、「経済・

社会・環境」の三側面に分類でき、相互に関連し、特に、環境に関連するゴールが、その他

のゴールの土台となっていることから、私たちの一つ一つの環境保全活動の積み重ねが、結

果として様々なSDGsの同時達成につながります。 

こうしたことから、本計画で設定した基本目標の達成に向けて、SDGsを意識して環境保

全の取り組みを進めることが重要であり、計画の基本目標とSDGsの関係を整理します。 

具体的には、「パートナーシップ・環境教育」の基本目標の達成に取り組むことで、直接

的に、４の「質の高い教育をみんなに」と17の「パートナーシップで目標を達成しよう」

のSDGsのゴールの実現に近づきます。また、「地球環境」の基本目標の達成に取り組むこ

とで、直接的に、13の「気候変動に具体的な対策を」のSDGsのゴールの実現に近づくほ

か、気候変動対策に取り組むことで、結果としてエネルギー利用に関することや技術革新な

どにつながることから、７の「エネルギーをみんなに、そしてクリーンに」、８の「働きが

いも、経済成長も」、９の「産業と技術革新の基盤をつくろう」についても、同時にSDGs

のゴールの実現に近づくことになります。同様に、「自然環境」、「資源循環」、「都市環境・

生活環境」についても、基本目標とSDGsとの関係を整理します。 
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そして、SDGｓの17のゴールのうち、「５．ジェンダー平等を実現しよう」「10．人や国

の不平等をなくそう」「16．平和と公正をすべての人に」についても、この計画の環境保全

の取り組みを進めることで、広い意味で達成につながっていくと考えられることから、計画

全体に関連するゴールと位置付けます。 

以上のことを、「第3次枚方市環境基本計画の施策体系図」として取りまとめています。 

SDGs "wedding cake" illustration presented by Johan Rockström and Pavan Sukhdev 

出典：環境省  
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第 3 次 枚 方 市 環 境 基 本  
第3次環境基本
計画のテーマ 分野横断的な基本目標 

環境施策の 

分野と分野別の基本目標 

地
域
か
ら
地
球
へ
、
み
ん
な
で
つ
な
ぐ
豊
か
な
環
境 

～
住
み
続
け
た
い
ま
ち 

枚
方
～ 

  

脱炭素化を推進する 

まちをめざす 

 

自然が保全され、 

人と自然が共生する 

まちをめざす 

 

環境負荷の少ない、 

資源が循環した 

まちをめざす 

 

健康と安全が守られ、 

快適な都市環境が 

確保されたまちをめざ

す 
 

基本目標 

すべての主体が 

環境保全活動に取り組む 

環境施策の分野 

●市民・市民団体、事業者の 

環境保全活動の促進 

●ライフステージに応じた 

環境教育・環境学習の推進 

●環境コミュニケーションの

推進 

 

 

パートナーシップ・ 

環境教育 

地球環境 

SDGsとの関係 

自然環境 

資源循環 

都市環境 

・生活環境 
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計 画 の 施 策 体 系 図  計画全体に 

関連する 

ゴール 
体系 

ＳＤＧｓとの関係 
環境施策の分野 

●省エネルギー・省CO2活動の促進 

●再生可能エネルギーの普及促進 

●気候変動の影響に対する適応策の

推進 

 

 
 

 

 
 

●生態系の保全 

●緑の保全と創出 

●自然とのふれあいの場の確保 
 

 
 

●廃棄物の発生抑制 

●リサイクルの促進 

●廃棄物の適正処理の推進 

 

 
 

●人と環境に配慮したまちづくりの

推進 

●美しいまちなみの確保 

●良好な生活環境の確保 
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 2050年二酸化炭素排出量実質ゼロに向けて 

近年、世界中で異常気象が発生し、日本各地においても、猛暑による被害や豪雨による災

害が発生するなど、気候変動の影響が現れ始めています。今後、地球温暖化の進行に伴い、

猛暑や豪雨などの気候変動のリスクはさらに高まることが予測されています。 

また、平成30（2018）年10月に取りまとめられた国連の気候変動に関する政府間パネ

ルの特別報告書では、こうしたリスクを低減するためには、温暖化を1.5℃に止めることが、

より効果的であり、その実現に向けては、「2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロに

する必要がある」と示されています。こうした社会的要請を受け、本市では、令和2（2020）

年2月8日に「2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロ」をめざすことを宣言しました。 

本計画の計画期間は令和12（2030）年度までですが、実質ゼロの実現に向けては、令

和32（2050）年を見据え、本計画の基本目標の実現をめざすことが重要で、さらには、

社会のあらゆる側面、「社会・家庭」、「経済・産業」、「移動」などの様々な分野で、かつて

ない変革が必要であり、宣言に基づき、国・府と連携し、市民・市民団体、事業者と市が一

丸となって、取り組みを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●自動車は、自動走行 
●カーシェア、公共交通の組み

合わせでスムーズに移動 

●工場では、AIを活用し、 
自動的にロボットが生産、 
人手不足の解消 

●エネルギーの多様化、地産地消 
●超省力・高生産な 
スマート農業 

経済・産業 

●IoTで全ての人とモノが 
つながり、様々な知識や 
情報が共有される 

●AIやロボットの活用による 
快適な生活・健康寿命の延伸 

社会・家庭 

・より便利で安全・安心な生活 
・煩わしい作業から解放され、時間を 
有効活用 

・少子高齢社会の解決  
・テレワークなど働き方の変化 
・交通渋滞の緩和、高齢者等の移動支援 

移 動 

実現される社会 

「2050年のまちの姿」のイメージ 
「脱炭素や循環型の社会が実現し、コンパクトで豊かな自律した社会」 

●環境、経済、社会の統合的な向上 
●あらゆる分野、観点からの 
イノベーション 

●幅広いパートナーシップの 
強化、充実 

 

脱炭素、循環、自律・分散型の 
社会形成 

 

環
境
面
で
は 

●快適で、環境に配慮したライフスタイルやビジネススタイルへの転換、ライフ
スタイルの多様化に対応した柔軟な働き方など新たな価値観 

市民・市民団体、事業者 



 

13 

 

2050年までに、二酸化炭素排出量を実質ゼロとするため、大幅な二酸化炭素削減に向け

たイノベーション（技術革新）を活用して、国、大阪府、市がそれぞれの役割分担を踏まえ

た上で、密接に連携し、電力などのエネルギー利用を進め、再生可能エネルギー100％利用

をめざすとともに、市民・市民団体、事業者、市が自主的・積極的に取り組みを推進し、最

大限の省エネ化を推進します。 

また、こうした取り組みを行った上で、なお残る化石燃料から排出される二酸化炭素につ

いては、森林吸収やカーボンリサイクル技術などにより、吸収、固定化を行うことで、二酸

化炭素排出量の実質ゼロをめざします。 
 

「二酸化炭素排出量実質ゼロのイメージ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●すべての電力は、化石燃料か

ら脱却し、水力を含む再生可

能エネルギー由来となり、

CO2排出量実質ゼロ 

★再生可能エネルギー★ ★省エネルギー★ 

●新築住宅はすべてZEH化、既存住宅は 

100％省エネ基準達成 

●家電製品等の大幅な省エネ化 

●家庭用燃料電池・蓄電池の普及 

●業務用建築物はすべてZEB化 

●テレワークの拡大によるオフィスビル 

の大幅な減少 

●工場等では、設備、機器の更新等に 

よる大幅な省エネ化 

●渋滞が解消され、自動車は、ほとんど

が電気自動車や燃料電池自動車へ 

●プラスチックは全て生物由来の原料と 

なり、CO2排出量実質ゼロ 

●フロン排出量ゼロ 

 

★CO2の吸収、固定化★

★ 
●森林吸収 

●カーボンリサイクル 

（CO2再利用）や固定化 

●「カーボンオフセット」 

などの国内排出量取引制度 

の活用 

2050年の環境の姿 

＜取り組みの方向性＞ 
●最大限の省エネ化          ●再生可能エネルギー100％利用 

●最小限の化石燃料から排出されるCO2は吸収、固定 

 

※なお残る化石燃料から排出される

CO2は吸収、固定化 
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環境に配慮したライフスタイルへの転換を図るため、市民1人ひとりが高い環境意識を

持ち、すべての主体が主体的に環境保全活動を推進するまちをめざします。 

また、すべての基本目標を実現するためには、市民・市民団体、事業者、市のすべての

主体が連携・協力していくことが不可欠であり、すべての分野に共通する基本目標とし

て位置付けます。 

 目標達成に向けた環境施策の展開 
 

 すべての主体が環境保全活動に取り組む【パートナーシップ・環境教育】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 環境指標 
 

指  標 
基準年度実績 

（2018年度） 

目標 

 

【毎年度状況を把握する指標】 

環境保全活動に取り組んでいる市民団体・事業者等の数 
238団体 248団体 

【毎年度状況を把握する指標】 

環境教育・学習等に参加した人のうち、環境保全意識が

高まったと感じた人の割合 

84.7％ 90％ 

 

  

①パートナーシップ・環境教育 
すべての主体が環境保全活動に取り組む 

分野と分野別の基本目標 環境施策の分野 

市民・市民団体、事業者の環境保全活動
の促進 

ライフステージに応じた環境教育・環境
学習の推進 

環境コミュニケーションの推進 
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 環境施策の方向性と具体的な取り組み 
 

環境施策の分野 環境施策の方向性 主な事業 

市民・市民
団体、事業
者の環境保
全活動の促
進 

〇「NPO法人ひらかた環境ネットワーク会議」な
どと連携し、パートナーシップによる環境保全
活動やグリーン購入を推進します。 

・環境保全啓発補助事業
など 

〇「枚方市地球温暖化対策協議会」などと連携し、
市内事業者の環境保全活動を推進します。 

・枚方市地球温暖化対策
協議会事業など 

〇誰もが参加しやすい環境保全活動の場や機会を
確保します。 

・エコライフ推進事業な
ど 

ライフステ
ージに応じ
た 環 境 教
育・環境学
習の推進 

〇学校版環境マネジメントシステム（S-EMS）を
活用するなど、学校における環境教育・環境学習
の充実を図ります。 

・学校版環境マネジメン
トシステム（S-EMS）
事業など 

〇保育所（園）、幼稚園における体験型の環境出前
学習を実施するなど、幼児期における環境教育・
環境学習の充実を図ります。 

・保育所等への出前学習
など 

〇環境情報コーナーを活用し、地域や家庭におけ
る環境学習の充実を図ります。 

・市民向け環境講座の実
施など 

〇ESDの考え方を盛り込み、ICTを活用した環境
教育・環境学習のプログラムや教材、環境副読本
や教員向けハンドブックを作成し、活用を図る
とともに、環境保全活動に携わる人材の育成に
取り組みます。 

・環境副読本の作成・配
布など 

環境コミュ
ニケーショ
ンの推進 

〇広報誌やホームページをはじめとした様々な媒
体を活用し、幅広く環境情報を提供します。 

・環境情報提供事業など 

〇環境負荷や環境保全活動等の情報について、各
主体間で情報共有・情報交換するなど、双方向で
のコミュニケーションを図ります。 

・環境情報コーナー活用
事業など 

 

 市民・市民団体、事業者の取り組み 

【市民・市民団体】 

〇環境問題に関心を持ち、環境問題が市民1人ひとりの問題であることを自覚し、主体的

に環境に配慮した行動を実践します。 

〇環境イベント、環境学習講座、観察会、地域の環境保全活動などに積極的に参加します。 

〇環境関連の市民団体は、市民の先導的な役割を果たすとともに、団体間で連携を図り、

取り組みの輪をさらに広げていきます。 

【事業者】 

〇従業員を対象とした環境研修を実施するとともに、施設見学など環境教育・環境学習の

機会を提供します。 

〇市民や行政が実施する環境イベント、地域の環境保全活動などに積極的に参加するとと

もに、自らの事業活動を通して環境負荷の低減を図ります。 
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2050年におけるCO2排出量実質ゼロに向けて、省エネルギー活動等の推進や再生可

能エネルギーの有効活用など、地球温暖化対策に取り組み、脱炭素化を推進するまちを

めざします。 

 脱炭素化を推進するまちをめざす【地球環境】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 環境指標 

指  標 
基準年度実績 

（2018年度） 

目標 

 

【5年ごとに状況を把握する指標】 

市域から排出される温室効果ガス排出量 

2,733,441 t-CO2 

（基準年度：2013年度） 

2,022,746 t-CO2 

（26％以上削減） 

【毎年度状況を把握する指標】 

市内の1世帯あたりの年間のエネルギー消費量

（電気・ガス） 

67,085 J 

 

56,215 J 

（16％以上削減） 

 

 

  

②地球環境 
脱炭素化を推進するまちをめざす 

分野と分野別の基本目標 環境施策の分野 

省エネルギー・省CO2活動の促進 

再生可能エネルギーの普及促進 

気候変動の影響に対する適応策の推進 
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 環境施策の方向性と具体的な取り組み 
 

環境施策の分野 環境施策の方向性 主な事業 

省エネルギ
ー・省CO2

活動の促進 

〇環境に配慮した省エネルギー型のライフスタイ
ルやビジネススタイルへの転換を促進するた
め、市が率先して地球温暖化対策に取り組むと
ともに、市民・市民団体、事業者への普及啓発を
行います。 

・クールチョイス普及啓
発事業など 

〇断熱性能等に優れた省エネルギー・省CO2型の
住宅や高効率設備・機器の導入を促進します。 

・建築物省エネ法の運用
など 

〇地球温暖化対策協議会の活動を通して、事業者
による省エネルギー・省CO2活動を促進します。 

・枚方市地球温暖化対策
協議会事業など 

再生可能エ
ネルギーの
普及促進 

〇再生可能エネルギーへの転換を進めるため、太
陽光をはじめとする再生可能エネルギーの利用
拡大を図ります。 

・再生可能エネルギー導
入等推進事業（普及促
進）など 

〇公共施設への太陽光発電システムの率先的な導
入を図るため、新設する公共施設には、原則とし
て太陽光発電システムを導入するとともに、他
の再生可能エネルギーの導入も検討します。 

・再生可能エネルギー導
入等推進事業（公共施
設）など 

〇ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）や
ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の普及
促進を図ります。 

・省エネ建築物普及促進
事業など 

気候変動の
影響に対す
る適応策の
推進 

〇気候変動やその影響についての認識や理解の向
上に向けて取り組みます。 

・暑気対策事業など 

〇気候変動の影響に対する適応策として、ミスト
発生器などを活用したヒートアイランド対策や
熱中症対策を実施するとともに、地域と連携し、
災害対策を推進します。 

・ヒートアイランド適応
策推進事業など 

 

 市民・市民団体、事業者の取り組み 

【市民・市民団体】 

〇地球温暖化問題が市民1人ひとりの問題であることを自覚し、省エネルギーや省CO2に

つながる製品の購入や環境に配慮したライフスタイルへの転換など、身近なところから

創意工夫のある取り組みを行います。 

〇地球温暖化対策に関する情報を積極的に収集し、地域における活動に参加するとともに、

市が実施する環境施策に協力します。 

〇環境関連の市民団体は、市民の先導的な役割を果たすとともに、団体間で連携を図り、

地球温暖化対策の輪をさらに広げていきます。 

【事業者】 

〇事業活動から発生する温室効果ガスの排出抑制に取り組みます。 

〇省エネルギー・省CO2につながる製品やサービスの提供などを行い、地球温暖化対策を

推進します。 

〇事業活動や提供する製品・サービスによる温室効果ガス排出削減に関する情報を積極的

に発信し、社会全体の環境意識の向上に寄与するとともに、枚方市地球温暖化対策協議

会や市が実施する環境施策、地域における活動に協力します。  
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東部地域や淀川の豊かな自然を保全するとともに、多様な生態系が守られ、人と自然が

共生するまちをめざします。 

 
 自然が保全され、人と自然が共生するまちをめざす【自然環境】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 環境指標 
 

指  標 
基準年度実績 

（2018年度） 

目標 

 

【4年ごとに状況を把握する指標】 

市全域における緑被面積の割合 

38.5％ 

（2015年度） 
38.5％ 

【10年ごとに状況を把握する指標】 

自然環境調査で確認された在来種の種数 
1,304種 

1,304種 

 

 

  

③自然環境 
自然が保全され、人と自然が共生するまちをめざす 

分野と分野別の基本目標 環境施策の分野 

生態系の保全 

緑の保全と創出 

自然とのふれあいの場の確保 
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 環境施策の方向性と具体的な取り組み 
 

環境施策の分野 環境施策の方向性 主な事業 

生態系の 
保全 

〇概ね5年ごとに自然環境や生物に関する調査を
実施し、市域の自然環境の状況を把握するとと
もに、生物多様性の重要性について普及啓発を
行います。 

・自然環境調査事業など 

〇生物多様性の保全や在来種の保護のため、特定
外来生物など生態系への脅威となっている要因
の軽減を図ります。 

・特定外来生物の防除な
ど 

〇東部地域の里山や淀川の自然環境の保全を図り
ます。 

・里山保全推進事業など 

〇里山保全活動団体の育成・支援を行います。 ・森林ボランティア育成
事業など 

緑の保全と 
創出 

〇緑に親しめる公園の整備とともに、公共施設や
道路の緑化を進めるなど、まちなか緑化を推進
します。 

・公園整備事業など 
 

〇東部地域の里山と淀川をつなぐ、まちなかの緑
を活用したエコロジカルネットワークを形成し
ます。これによって、生物の生育・生息環境を確
保します。 

・緑化推進事業など 

〇市民の自主的な緑化活動を支援します。 ・緑化活動団体支援事業
など 

〇農地の保全や地産地消の取り組みを推進しま
す。 

・地産地消推進事業など 

自然との 
ふれあいの 
場の確保 

〇市民団体等と連携による自然観察会の開催な
ど、自然とふれあえる機会や場を創出します。 

・自然保護啓発事業など 
 

 

 市民・市民団体、事業者の取り組み 

【市民・市民団体】 

〇身近な自然環境に関心を持ち、生物多様性への理解を深めるとともに、生垣緑化や壁面

緑化などのまちなか緑化の取り組みを進め、地域の自然環境保全に関する活動に参加し

ます。 

〇自然観察会や自然環境調査など、市が実施する環境施策に参加・協力します。 

〇環境関連の市民団体は、市民の先導的な役割を果たすとともに、団体間で連携を図り、

自然環境保全の輪をさらに広げていきます。 

【事業者】 

〇屋上緑化や壁面緑化など、敷地内の緑化を進めます。 

〇里山保全活動や自然環境調査など、市が実施する環境施策に参加・協力します。 

  



 

20 

 

大量生産・大量消費・大量廃棄の社会システムを見直し、ごみの発生抑制や資源の有効

利用の推進など、環境負荷の少ない、資源が循環したまちをめざします。 

  環境負荷の少ない、資源が循環したまちをめざす【資源循環】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 環境指標 
 

指  標 
基準年度実績 

（2018年度） 

目標 

 

【毎年度状況を把握する指標】 

市民1人あたりの1日のごみの排出量 
826g 

820g 

（2025年度） 

【毎年度状況を把握する指標】 

ごみの焼却量 
96,041t 

88,844t 

（2025年度） 

 

 

  

④資源循環 
環境負荷の少ない、資源が循環したまちをめざす 

分野と分野別の基本目標 環境施策の分野 

廃棄物の発生抑制 

リサイクルの促進 

廃棄物の適正処理の推進 
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 環境施策の方向性と具体的な取り組み 
 

環境施策の分野 環境施策の方向性 主な事業 

廃棄物の 
発生抑制 

〇市民・市民団体、事業者、市との連携・協力によ
り、使い捨てプラスチックの使用抑制や食品ロ
スの削減に向けた取り組みなど、４Rの中でも優
先順位の高いリフューズ、リデュース、リユース
の普及促進を図ります。 

・4R啓発事業など 
 
 

〇講演会や見学会などを開催することにより、市
民のごみに対する意識向上を図ります。 

・清掃工場等見学事業な
ど 

リサイクル
の促進 

〇廃棄物の発生抑制を最優先で行い、ペットボト
ル・プラスチック製容器包装や古紙の分別の徹
底など、リサイクルを推進します。 

・ごみ資源化事業など 
 

廃棄物の 
適正処理の
推進 

〇可燃ごみ広域処理施設の整備や災害廃棄物の対
策など、安全で安定的なごみの収集・処理体制を
構築します。 

・新ごみ処理施設整備事
業など 

 

〇事業系ごみについて、廃棄物処理業者と連携を
図り、排出事業者への啓発・指導を行うなど、分
別排出の徹底を進めます。 

・事業系ごみ減量指導事
業など 

 
 

 市民・市民団体、事業者の取り組み 

【市民・市民団体】 

〇ごみは正しく分別するとともに、環境に配慮した製品やリサイクル製品を積極的に使用

します。 

〇食べ残しをなくすなど、食品ロスの削減に努めます。 

〇環境関連の市民団体は、市民の先導的な役割を果たすとともに、団体間で連携を図り、

ごみ減量やリサイクル、食品ロス削減などの輪をさらに広げていきます。 

【事業者】 

〇廃棄物は自らの責任で適正に処理するとともに、できる限り、排出抑制や循環的利用に

努めます。 

〇ごみ減量やリサイクルに関する市が実施する環境施策に参加・協力します。 
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澄んだ空気、清らかな水、静けさ、美しいまちなみなどが確保され、人と環境に配慮し

た都市基盤や交通体系などが整備された、健康と安全が守られ、快適な都市環境が確保さ

れたまちをめざします。 

 健康と安全が守られ、快適な都市環境が確保されたまちをめざす 

【都市環境・生活環境】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 環境指標 
 

指  標 
基準年度実績 

（2018年度） 

目標 

 

【5年ごとに状況を把握する指標】 

市域の空き家率 
12.4％ 12.4％ 

【毎年度状況を把握する指標】 

環境基準の達成率 
95.5％ 100％ 

 

 

  

⑤都市環境・生活環境 
健康と安全が守られ、快適な都市環境が確保されたまちをめざす 

分野と分野別の基本目標 環境施策の分野 

人と環境に配慮したまちづくりの推進 

美しいまちなみの確保 

良好な生活環境の確保 
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 環境施策の方向性と具体的な取り組み 
 

環境施策の分野 環境施策の方向性 主な事業 

人と環境に
配慮したま
ちづくりの
推進 

〇建築協定や地区計画制度の推進、枚方市環境影
響評価条例の適正な運用を図ること等により、
環境に配慮した開発への誘導を推進します。 

・環境影響評価制度の運
用など 

〇公共空間のバリアフリー化を推進させるととも
に、自家用車に頼りすぎず、公共交通をはじめ多
様な交通手段の利活用を図りながら、道路交通
の円滑化や利便性・快適性の高い道路網の構築
を図り、人と環境に配慮した交通まちづくりを
推進します。 

・公共交通利用促進（モ
ビリティ・マネジメン
ト）事業など 

〇安全で快適な歩行空間や自転車通行空間を整備
し、自家用車からの利用転換や、歩くことや自転
車に乗ること自体も目的として楽しめる健康と
環境に配慮したまちづくりを推進します。 

・枚方市自転車活用推進
計画推進事業など 

 

美しいまち
なみの確保 

〇空き家・空き地の所有者等に対して、適正管理や
利活用を促すことで、まちの安全・安心を確保す
るとともに、美しいまちなみを確保します。 

・
 

 

〇市民・市民団体、事業者、市が連携し、空き缶や
たばこなどのポイ捨て等の防止やまちの美化な
どを推進することにより、清潔で美しいまちづ
くりを推進します。 

・アダプトプログラム事
業など 

 

〇「プラごみダイエット～ポイ捨てゼロ宣言」に基
づき、市民・市民団体、事業者、市との連携によ
り、プラスチックごみのポイ捨て防止の啓発活
動や使い捨てプラスチックの削減に向けた取り
組みを推進します。 

・プラごみ削減・ポイ捨
て防止推進事業など 

 

〇地域と連携し、歴史的なまちなみや地域特性を
生かしたまちなみの形成に努めます。 

・良好なまちなみ形成事
業など 

良好な生活
環境の確保 

〇公害の発生防止に向けた取り組みなどにより、
健康で安全に生活できる環境を確保します。 

・事業者への公害防止の
指導など 

〇水環境の保全を図るとともに、水資源の有効活
用を推進します。 

・公共下水道（汚水）整
備事業など 

 

 市民・市民団体、事業者の取り組み 

【市民・市民団体】 

〇生活騒音の防止など、近隣に配慮した生活を心がけるとともに、地域のまち美化活動に

積極的に参加します。 

〇自家用車に頼りすぎず、公共交通や徒歩、自転車等の多様な交通手段の利用を図ります。 

〇環境関連の市民団体は、市民の先導的な役割を果たすとともに、団体間で連携を図り、

まち美化活動などの輪をさらに広げていきます。 

【事業者】 

〇事業活動から生じる大気汚染、水質汚濁などの公害防止に努めます。 

〇地域の清掃活動やまち美化に関する市が実施する環境施策に参加・協力します。 
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  ひらかたプラごみダイエット～ポイ捨てゼロ宣言 

近年、私たちの生活に広く普及し、欠かせないものとなっているプラスチック製品が不用意

にポイ捨てされるなど適正に処理されず、河川などを通じて海へ流れ込み、長年にわたって環

境中にとどまり続けることで、海洋汚染を引き起こし、生態系や人への影響が懸念されていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海洋プラスチック問題は、決して枚方市においても無関係な問題ではなく、その解決・改善

のためには、ポイ捨てをしない・させない環境づくりや使い捨てプラスチックの使用を削減す

ることが不可欠です。 

 

 こうしたことから、枚方市では、市民・市民団体、事

業者、行政が連携・協力し、プラスチックごみ等ポイ捨

て防止の啓発活動や使い捨てプラスチックの削減に向け

た4R（リフューズ・リデュース・リユース・リサイクル）

の取り組みを推進するため、プラごみダイエット～ポイ

捨てゼロ宣言を令和元年6月1日に行いました。 

 SDGsのゴール14に「海の豊かさを守ろう」が設定さ

れ、国や大阪府・大阪市などをはじめ、様々な団体にお

いて、プラスチックごみの削減に向けた取り組みが進め

られていることから、枚方市としても市民等と連携した

さらなる取り組みの充実を図ります。 

大阪湾のプラスチックごみの様子 

（提供：大阪府） 

マイクロプラスチック 

（提供：海上保安庁） 
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 枚方市環境教育行動計画 

 枚方市環境教育行動計画の基本的事項 

 背景 

私たちの日々のくらしや行動は、エネルギーや資源を利用することなどを通じて、地域の

環境や地球規模の環境に負荷をかけることで成り立っています。現代社会は環境問題と常に

密接に関わっており、ＳＤＧｓにおいて、環境の保全は持続可能な開発全般に関わる重要な

位置を占めています。 

こうしたことから、私たちは、環境問題について一人ひとりが地球規模で考え、取り組む

ことが求められており、持続可能な社会の担い手を創るための教育がますます重要となって

います。 

国においては、ESD（持続可能な開発のための教育）の中に環境教育を位置付けており、

ＳＤＧｓを実現するための「ＳＤＧｓアクションプラン」の中で、「ESD・環境教育の推進」

を具体的施策として掲げ、環境教育を推進しています。また、「環境教育等による環境保全

の取組の促進に関する法律」に基づき、多様な主体が相互に協力しながら環境保全活動や環

境教育に取り組むことを求めています。 

本市では従前から、環境基本計画の下で環境教育や環境保全活動の推進に取り組むととも

に、平成18（2006）年に策定した「枚方市環境教育・環境学習推進指針」において、各

主体の環境教育・環境学習の具体的な取り組み内容や市の重点的な取り組みの方向性を定め

ています。これらの取り組みを統合し、現在の情勢に整合した目標を立てて着実に推進して

いくため、新たに「枚方市環境教育行動計画」を策定することとします。 

 

 位置付け 

「枚方市環境教育行動計画」は、「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」

第8条に基づく市の行動計画であり、市域の自然的社会的条件に応じた環境保全活動、環境

保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取り組みの推進に関する事項を定めるものです。 

また、「枚方市環境教育行動計画」は、「第3次枚方市環境基本計画」のすべての分野に共

通するものであるため、「第3次枚方市環境基本計画」と一体的に推進するものです。 

 

 対象地域 

「第3次枚方市環境基本計画」と同様に、枚方市全域とします。 

 

 計画期間 

「第3次枚方市環境基本計画」と同様に、令和3（2021）年度から令和12（2030）年

度までの10年間を計画期間とします。また、概ね5年後に中間見直しを検討します。 
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 計画の目標 

「枚方市環境教育行動計画」の基本目標は以下のとおりとします。 
 

・すべての主体が環境について自ら考え行動するとともに、相互に連携して行動すること

をめざします。 

・それぞれのライフステージに応じた環境教育・環境学習を実施します。 

・環境教育を通じて、経済・社会・環境とのつながりや、現在と未来のつながりを理解す

ることをめざします。 
 

また、指標については、第3次枚方市環境基本計画の基本目標①「パートナーシップ・環

境教育」と共通のものとします。 
 

指 標 

【毎年度状況を把握する指標】 

環境保全活動に取り組んでいる市民団体・事業者等の数 

【毎年度状況を把握する指標】 

環境教育・学習等に参加した人のうち、環境保全意識が高まったと感じた人の割合 

 

 推進体制と進行管理 

進行管理は、第3次枚方市環境基本計画の「推進体制と進行管理」の中で実施します。 

なお、具体的な事業は、毎年度策定する環境基本計画の事業計画の中で示すこととします。

また、事業計画は、計画期間を3年間とし、毎年度、計画を見直すこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

清掃工場見学 

環境副読本による環境教育 環境情報コーナー 
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 枚方市環境教育行動計画の取り組みの方向性 

 

基本目標 取り組みの方向性 環境基本計画の該当項目 

すべての主体が環

境について自ら考

え行動するととも

に、相互に連携して

行動することをめ

ざします 

①環境保全活動の場や機会の提供 ①パートナーシップ・環境教育 

「市民・市民団体、事業者の環境保

全活動の促進」 

②地球環境 

「省エネルギー・省CO2活動の促進」 

「気候変動の影響に対する適応策の推進」 

③自然環境 

「生態系の保全」 

「緑の保全と創出」 

「自然とのふれあいの場の確保」 

④資源循環 

「廃棄物の発生抑制」 

⑤都市環境・生活環境 

「美しいまちなみの確保」 

「人と環境に配慮したまちづくりの推進」 

②環境保全活動に取り組む市民・市民

団体、事業者への支援 

それぞれのライフ

ステージに応じた

環境教育・環境学習

を実施します 

①幼児期における環境教育・環境学習 ①パートナーシップ・環境教育 

「ライフステージに応じた環境教

育・環境学習の推進」 

②学校における環境教育・環境学習 

③地域や家庭における環境教育・環境

学習 

環境教育を通じて、

経済・社会・環境と

のつながりや、現在

と未来のつながり

を理解することを

めざします 

①環境教育を担う人材の育成 ①パートナーシップ・環境教育 

「ライフステージに応じた環境教

育・環境学習の推進」 

②ICTを活用した教材・プログラムの

整備 

③環境コミュニケーションの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

幼児向け環境学習 市保有の大型太陽光発電設備の社会見学 
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 枚方市生物多様性地域戦略 

 枚方市生物多様性地域戦略の基本的事項 

 背景 

枚方市は、平地部を中心に都市化されたまちなみが広がっている一方、東部の丘陵地や農

地、住宅地の中に残された林、西部の淀川やこれらを結ぶ河川等には、さまざまな個性を持

った多くの動植物が相互につながり合いながら、人間の営みと隣合わせで生息・生育してい

ます。地域の環境に適応して根付いたこれらの生態系は、枚方市の環境を特徴づけるものと

して、あるいは地域のシンボルとして、市民に親しみと愛着をもたらす素晴らしい財産です。

また、地球規模で見ると、食料や水、気候の安定など、人類の存続の基盤となる多くの恵み

をもたらす生物多様性の一端を担うものとして、欠かすことのできない貴重な資源です。 

今、世界的に生物多様性が失われつつあると言われています。身近な地域では、開発行為

や、外来生物による生態系のかく乱、人の手が加えられなくなった里山の荒廃などにより、

地域固有のいきものが危機にさらされています。国内外では、森林の消失や乱獲、気候変動

に伴う生息環境の変化などにより、多くの種が絶滅の危機に瀕しています。 

このような生物多様性の損失を防ぎ、生物多様性によりもたらされる恵みを将来に引き継

ぐため、国際社会が協調して取り組みを始めています。国は平成7（1995）年に最初の「生

物多様性国家戦略」を策定し、改定を繰り返しながら生物多様性の保全を進めています。平

成20（2008）年に制定された「生物多様性基本法」では、都道府県、市町村においても、

地域性に応じた個別の「生物多様性地域戦略」を定めることが努力義務として定められてい

ることから、本市としても生物多様性に関する施策を計画的に推進していくため、新たに

「枚方市生物多様性地域戦略」を策定することとします。 

 

 

 

 

 

 

 淀川 東部の里山 市内に生息するカワセミ 

 

 位置付け 

「枚方市生物多様性地域戦略」は「生物多様性基本法」第13条に基づく市の「生物多様

性地域戦略」であり、国が定める「生物多様性国家戦略」を基本として、市域における生物

の多様性の保全及び持続可能な利用に関する事項を定めるものです。 

また、「枚方市生物多様性地域戦略」は、「第3次枚方市環境基本計画」のすべての分野に

共通するものであるため、「第3次枚方市環境基本計画」と一体的に推進するものです。 
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 対象地域 

「第3次枚方市環境基本計画」と同様に、枚方市全域とします。 

 

 計画期間 

「第3次枚方市環境基本計画」と同様に、令和3（2021）年度から令和12（2030）年

度までの10年間を計画期間とします。また、概ね5年後に中間見直しを検討します。 

 

 計画の目標 

「枚方市生物多様性地域戦略」の基本目標は以下のとおりとします。 
 

・生物多様性の重要性を認識し、多様な主体が連携して行動することをめざします。 

・緑の創出や里山・河川環境を保全し、生物多様性の確保をめざします。 
 

また、指標については、第3次枚方市環境基本計画の基本目標③「自然環境」と共通のも

のとします。 
 

指 標 

【4年ごとに管理する指標】 

市全域における緑被面積の割合 

【10年ごとに管理する指標】 

自然環境調査で確認された在来種の種数 

 

 推進体制と進行管理 

進行管理は、第3次枚方市環境基本計画の「推進体制と進行管理」の中で実施します。 

なお、具体的な事業は、毎年度策定する環境基本計画の事業計画の中で示すこととします。

また、事業計画は、計画期間を3年間とし、毎年度、計画を見直すこととします。 
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 枚方市の生物多様性に関する現況と課題 

 枚方市の自然環境の現況 

枚方市では、市内の自然環境の変遷を把握するため、昭和63年から概ね5年ごとに「枚方

ふるさといきもの調査」を行っています。 

平成29（2017）年7月から実施した第6回「枚方ふるさといきもの調査」で得られた植

生の分布状況を見ると、枚方市は、東部地域にまとまった樹林が残されているほか、中東部

地域の山田池公園を中心とした樹林や、南部地域に点在する孤立林、淀川や穂谷川などに沿

って河畔林が細く連なっているのが特徴です。 

水田や畑地は、住宅等の開発により減少していますが、動物の生息地となるこれらの植生

は市内各所に点在し、水路等でつながりあっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：第6回「枚方ふるさといきもの調査」 

図 5.1 植生図  
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枚方市域の緑に覆われた部分は、昭和7（1932）年から平成12（2000）年までの緑地

の様子を見てみると、開発などによる影響で年々減少していますが、近年は大きな減少もな

く、ほぼ横ばいとなっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：第6回「枚方ふるさといきもの調査」 

図 5.2 緑被状況の変化 

 

第1回「枚方ふるさといきもの調査」から概

ね10年ごとに実施している全域調査では、約

1300種類の在来種が確認されています。 

なお、平成29年7月から実施した第6回「枚

方ふるさといきもの調査」では、船橋川、穂谷

川、天野川、山田池公園を対象とした補完調査

を実施し、735種の植物と531種の動物が確

認されています。 

豊かな生態系の指標とされる猛禽類では、ミ

サゴ、トビ、オオタカ、ハイタカ、ノスリ、ハ

ヤブサ、チョウゲンボウが確認されています。 

河川では、26種の魚類が確認され、多様な環境を持つ天野川では21種と多くの種類の魚

類が確認されています。 

一方、外来生物としては、アライグマ、ヌートリア、ミシシッピアカミミガメ、ウシガエ

ル、オオクチバス、ブルーギル、オオキンケイギクなど、地域の生態系に深刻な影響を与え

るものが多数確認されています。 

  

表 5.1 枚方市内で確認された動植物の数 

 科 種 

哺乳類 7 10 

鳥類 29 75 

両生類 2 3 

爬虫類 7 9 

淡水魚 11 26 

昆虫類 124 408 

植物 129 735 

出典：第6回「枚方ふるさといきもの調査」 

昭和7年 
(1932年) 
 

昭和40年 
(1965年) 
 

昭和50年 
(1975年) 
 

昭和59年 
(1984年) 
 

平成12年 
(2000年) 
 

平成30年 
(2018年) 
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 枚方市の自然環境と市民との関わり 

市域の自然環境を守るため、里山保全活動、自然環境の調査、外来生物の防除などの活動

に、多くの人が携わっています。 

枚方市では、里山保全に関する講義と実習で構成された「里山講座」を実施することによ

り、里山の現状や里山保全の知識、樹木観察のノウハウなどを学び、市域の里山保全に携わ

る「森林ボランティア」の育成に取り組んでいます。また、第二京阪道路以東の氷室地域及

び津田地域の里山を保全するため、「枚方市東部地域里山保全基金」を設置し、里山の間伐

や下草刈りなどの活動に必要な経費に対して補助を行っています。 

 

 

 

 

 

 
 

 里山保全活動 自然環境の調査 

 

また、市内では、身近な公園などでの観察会や学習会をはじめ、市民が自然とふれあえる

場やイベントなどが開催されています。第3回枚方ふるさといきもの調査に参加した市民が

結成した「枚方いきもの調査会」では、定期的な野鳥や植物、昆虫などの調査活動だけでな

く、市と連携した自然観察会などを実施し、自然環境保全活動に取り組んでいます。 

さらに、桑ケ谷公園の隣接緑地では、「プレーパークこうりがおか実行委員会」と連携し、

子どもたちが創造や工夫により自ら遊びをつくることができるプレーパークを設置し、「自

分の責任で自由に遊ぶこと」をモットーにした自然体験の場を提供しています。 

 

 

 

 

 

 

自然観察会           プレーパーク 

 

特定外来生物については、オオキンケイギクやヌートリアなどが確認されていますが、そ

の中でも特に、アライグマによる家屋や農作物の被害の相談が増加しています。 

枚方市では、平成20年にアライグマが初めて捕獲されて以降、年々捕獲頭数が増加して

おり、「大阪府アライグマ防除実施計画」に基づき、市民等の協力を得ながら、防除に取り

組んでいます。 
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 枚方市の生物多様性に係る課題 

〇枚方市においてまとまりのある自然環境が残された東部地域の里山は、近年、柴刈りな

どの人の手が加わらなくなり、荒廃が進んでいます。定期的かつ継続的に林を管理する

ことで、多様な動植物の生息・生育環境を保全する必要があります。 

○生物多様性を守るためには、生息・生育環境の広がりを確保することが大切です。水辺

や草地、樹林等の様々な環境をいきものが相互に行き来できるよう、平地部に残された

孤立林や公園、河畔林等をつなぐ「みどりのネットワーク」を創出する必要があります。 

○アンケート結果では、市民の自然とのふれ

あいや自然環境に対する評価は高いと言

えますが、生物多様性に関する重要性や取

り組みの必要性についての認識は約22％

という状況で、未だに高まっていないと考

えられます。そのため、人と自然との関わ

りや、市民に求められる行動など、参加し

ながら生物多様性について学べる機会を

拡充していく必要があります。 

 

 

  
生物多様性について 

生物多様性とは、いきものたちの豊かな個性とつながりのことです。生物多様性条約では、

生態系の多様性・種の多様性・遺伝子の多様性という3つのレベルで多様性があるとしていま

す。また、日本の生物多様性は4つの危機にさらされており、たくさんのいきものたちが危機に

瀕しています。 

 

3つのレベルの多様性 

生態系の多様性 種の多様性 遺伝子の多様性 

森林、里地里山、河川、湿原、

干潟、サンゴ礁などいろいろ

なタイプの自然があります。 

動植物から細菌などの微生

物にいたるまで、いろいろな

いきものがいます。 

同じ種でも異なる遺伝子を

持つことにより、形や模様、

生態などに多様な個性があ

ります。 

 

日本の生物多様性の危機 

第1の危機 開発や乱獲による種の減少・絶滅、生息・生息地の減少 

第2の危機 里地里山などの手入れ不足による自然の質の低下 

第3の危機 外来種などの持ち込みによる生態系のかく乱 

第4の危機 地球環境の変化（地球温暖化や気候変動など）による危機 
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 枚方市生物多様性地域戦略の取り組みの方向性 

 

基本目標 取り組みの方向性 
環境基本計画の 

該当項目 

国家戦略の５つの 

基本戦略の該当項目 

生物多様性の重要性

を認識し、多様な主体

が連携して行動する

ことをめざします 

・定期的に自然環境や生物

に関する調査を実施し、市

域の生態系の状況の把握

に取り組みます。 ③自然環境 

「生態系の保全」 

「自然とのふれあ

いの場の確保」 

 

⑤都市環境・生活環境 

 

＜５＞科学的基盤

を強化し、政策に結

び付ける 

・生物多様性を市民一人ひ

とりが身近な問題として

関心を持ち、理解するとと

もに行動につなげる場や

機会の創出を図ります。 

 

・特定外来生物など生態系

への脅威となっている要

因の軽減を図ります。 

＜１＞生物多様性

を社会に浸透させ

る 
 

＜２＞地域におけ

る人と自然との関

係を見直し・再構築

する 

＜４＞地球規模の

視野を持って行動

する 

緑の創出や里山・河川

環境を保全し、生物多

様性の確保をめざし

ます 

・東部地域や淀川などの豊

かな自然を将来へ引き継

ぐ取り組みを進めます。 

③自然環境 

「生態系の保全」 

「緑の保全と創造」 

＜２＞地域におけ

る人と自然との関

係を見直し・再構築

する 
 

＜３＞森・里・川・

海のつながりを確

保する 

・東部地域と淀川をつなぐ、

まちなかの緑を活用した

エコロジカルネットワー

クを形成し、生物の生育・

生息環境の確保を図りま

す。 
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 計画の推進と進行管理 
 

 計画の推進体制 

計画の推進に向けては、市民・市民団体、事業者、市がそれぞれの役割を踏まえ、自主的・

積極的に取り組みを推進するとともに、相互に連携・協力して推進していくことで、環境基

本計画の目標の実現をめざします。 

また、市では、「環境行政推進本部」において、環境施策の総合的な調整を行い、本計画

を推進するとともに、学識経験者・市民・各種団体などの委員で構成している「枚方市環境

審議会」において、計画や事業の進捗状況の評価や見直し等に関する意見を聴取します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1 計画の推進体制のイメージ 

 

 

さらに、中間支援組織である「NPO 法人ひらかた環境ネットワーク会議」などの市民団

体と連携・協力を図るとともに、「枚方市地球温暖化対策協議会」の場などを活用し、事業

者との連携・協力を図り、国・大阪府・近隣自治体と連携・協力を図りながら、広域的な視

点から環境保全の取り組みを推進します。 

 

  

第3次枚方市環境基本計画 

 ※具体的な施策は、計画期間を 

3年間とする「環境基本計画事業計画」に位置づけ 

枚方市環境審議会 

市民・市民団体、事業者 

※市民・市民団体、事業者の 

役割を踏まえた取り組みの推進 

諮問 

報告 

答申 

意見 

公表 

連携・協力 

参画 

環境基本計画の目標の実現 

計画の推進 

枚方市 

 枚方市環境行政推進本部 

※市の責務、個別施策・事業の実施 
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 計画の進行管理 

本計画の進行管理については、PDCAサイクルに基づく点検・評価や見直しを行い、継続

的な改善を図ります。 

計画全体は、基本目標ごとに設定する「環境指標」の状況を確認することにより、点検・

評価を行います。そして、事業計画に位置付けた各事業については、事業単位で事業目標を

設定し、事業の達成度を点検します。 

また、「枚方市環境審議会」に本計画の取り組み状況等を報告し、意見・提言を受けると

ともに、「ひらかたの環境（環境白書）」やホームページ等で公表することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.2 計画の進行管理 

  

計画 

(Plan) 

実施 

(Do) 

点検 
評価 
公表 

(Check) 

見直し 
(Action) 

担当課による事業計画に基づく施策の実施 

●環境審議会、環境行政推進本部での点検・評価 

●進捗状況の公表（ひらかたの環境（環境白書）、市ホームページ 

●環境基本計画の見直し 

環
境
基
本
計
画
の
見
直
し 

●事業計画の進行管理(Check) 
事業の進捗、目標達成状況を担当課

が自己点検を行い、課題を抽出 

●事業計画進捗状況一覧の公表 
●環境審議会、環境行政推進本部での点検・評価 

●事業計画の 
年度ごとの見直し(Action) 

第３次枚方市環境基本計画 
（環境指標の設定） 

●環境基本計画事業計画(Plan) 
※事業単位で事業目標設定 

●年度ごとの施策の実施(Do) 
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資料編 

【１】 諮問 
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【２】 答申 
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【３】 枚方市環境審議会 委員名簿      

（五十音順・敬称略） 

氏  名 現 職 等 専 門 等 

（会長） 
石川 聡子 

大阪教育大学 教員養成課程 理科教育講座 教授 環境保全（科学教育） 

今堀 志津 枚方市立小学校長会 （西長尾小学校 校長） 教育 

岡村 英幸 大阪歯科大学 生物学教室 講師 自然環境（生物学） 

日下 慎二 国土交通省近畿地方整備局 淀川河川事務所河川環境課 課長  環境保全 

小嶋 令子 市民公募 
市民 
（令和元年9月18日から） 

小杉 緑子 京都大学 教授 自然環境（森林環境） 

小林 雅祥 一般社団法人枚方青年会議所  市民団体 

白井 千香 枚方市保健所 所長 保健 

高瀬 久美子 コスモ法律事務所 弁護士 法律 

多田 庸子 市民公募 市民 

田中 みさ子 大阪産業大学 デザイン工学部 環境理工学科 准教授 生活環境（都市環境） 

谷本 雅洋 北大阪商工会議所 常務理事・事務局長 商工業 

豊高 勝 特定非営利活動法人 ひらかた環境ネットワーク会議 市民団体 

中正 五百樹 北河内農業協同組合 理事 農業 

（副会長） 
花田 眞理子 

大阪産業大学大学院 人間環境学専攻 教授 地球環境（環境経済） 

原 道子 市民公募 
市民 
（令和元年8月22日まで） 

廣嵜 由利恵 日本自然保護協会 自然環境（動植物） 

福岡 雅子 大阪工業大学 准教授 環境保全（環境政策） 

藤田 香 近畿大学 教授 環境保全（環境計画） 

益田 晴恵 大阪市立大学大学院 理学研究科 教授 地球化学 

三田村 宗樹 大阪市立大学大学院 理学研究科 教授 公害防止（地質学） 

安田 浩治 枚方市工業会 副代表幹事 商工業 

山本 義彦 地方独立行政法人 大阪府立環境農林水産研究所 研究員 自然環境（魚類生態） 
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【４】 枚方市環境審議会 環境基本計画策定部会委員名簿      

（五十音順・敬称略） 

 

氏  名 現 職 等 専 門 等 

小嶋 令子 市民公募 
市民 
（令和元年9月18日から） 

（副部会長） 
小杉 緑子 

京都大学 教授 自然環境（森林環境） 

多田 庸子 市民公募 市民 

田中 みさ子 大阪産業大学 デザイン工学部 環境理工学科 准教授 生活環境（都市環境） 

谷本 雅洋 北大阪商工会議所 常務理事・事務局長 商工業 

豊高 勝 特定非営利活動法人 ひらかた環境ネットワーク会議 市民団体 

（部会長） 
花田 眞理子 

大阪産業大学大学院 人間環境学専攻 教授 地球環境（環境経済） 

原 道子 市民公募 
市民 
（令和元年8月22日まで） 

廣嵜 由利恵 日本自然保護協会 自然環境（動植物） 

福岡 雅子 大阪工業大学 准教授 環境保全（環境政策） 

藤田 香 近畿大学 教授 環境保全（環境計画） 

益田 晴恵 大阪市立大学大学院 理学研究科 教授 地球化学 
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【５】 枚方市環境審議会 審議経過 

 

審議会 案件 

平成30年度第2回全体会 

（平成31年3月11日開催） 

・第3次枚方市環境基本計画の策定について（諮問） 

・部会の設置について 

平成30年度第1回部会 

（平成31年3月11日開催） 

・部会長・副部会長の選出について 

・第3次枚方市環境基本計画の策定の方向性について 

令和元年度第1回部会 

（令和元年7月2日開催） 

・第2次枚方市環境基本計画策定以降の社会状況等の変化について 

・市民・事業者アンケートの実施について 

・市民ワークショップの実施について 

令和元年度第2回部会 

（令和元年10月10日開催） 

・市民・事業者アンケート集計結果について 

・市民ワークショップの報告について 

・計画の方向性について 

令和元年度第3回部会 

（令和元年12月2日開催） 

・市民・事業者アンケートの取りまとめについて 

・第3次環境基本計画のテーマと「基本目標」「施策体系」（案）につい

て 

・第3次環境基本計画の「基本目標とＳＤＧｓとの関係」「環境指標」（案）

について 

・部会検討内容の中間報告（案）について 

令和元年度第2回全体会 

（令和2年1月7日開催） 

・環境基本計画策定部会の審議経過の中間報告について 

・今後のスケジュールについて 

・その他 

令和元年度第4回部会 

（令和2年2月4日開催） 

・第3次環境基本計画の「基本目標とＳＤＧｓとの関係」について 

・「環境指標（案）」と「計画に位置付ける具体的な施策」について 

・生物多様性地域戦略について 

・環境教育行動計画について 

・部会報告（素案）について 

・今後のスケジュールについて 

令和元年度第5回部会 

（令和2年3月13日開催） 

・第3次環境基本計画の基本的な考え方（部会報告案）について 

・今後のスケジュールについて 

令和元年度第3回全体会 

（令和2年3月23日開催） 

・第3次環境基本計画の基本的な考え方（部会報告）について 

・今後のスケジュールについて 

令和2年3月26日 ・審議会答申 
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【６】 前計画の各環境分野におけるこれまでの取り組み 

 【人づくり】 すべての主体が環境保全に参加するまち 

① 環境教育・環境学習の推進 

枚方市では、平成18（2006）年9月に「枚方市環境教育・環境学習推進指針」を策定し、

家庭や学校園、保育所、行政、事業者、市民団体など、地域社会のあらゆる主体が連携・協

力して、環境を思いやる人材を育成するための学びのしくみづくりに取り組んでいます。 

 

【指標等の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（学校における環境教育・環境学習の推進） 

学校等では、市独自の「学校版環境マネジメントシステム（Ｓ－ＥＭＳ）」のもとで、

計画的・継続的な省エネルギー行動や学校独自の環境保全の取り組みを行っています。こ

の取り組みは平成18（2006）年度から継続しており、NPO法人などが協力しています。

また、こども版環境家計簿「ひらかたみんなのエコライフつうしんぼ」、環境副読本「わ

たしたちのくらしと環境」、出前講座などに取り組んでおり、身近な視点から環境意識を

高める環境学習に取り組んでいます。 

 

（地域における環境教育・環境学習の推進） 

NPO法人などが中心となって、市民向けの環境講座が行われています。省エネルギー

や緑のカーテンなどの身近なテーマや、環境学習の担い手育成のための講座など、さまざ

まな立場の市民を対象とした多様な学習に取り組んでいます。 
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第2次枚方市環境基本計画に基づく 

環境指標の目標数値です。 
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②環境保全活動の推進 

枚方市では、市民や事業所での環境保全活動に対してさまざまな支援を行っています。ま

た、環境保全活動を普及・啓発するため、優れた活動に対する環境表彰を毎年行っています。 

 

【指標等の状況】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（総合的な環境保全対策の推進） 

枚方市では、市内の事業所のひとつとして、他の事業所の模範となる総合的な環境保全

対策に率先して取り組んでいます。計画的・継続的な環境マネジメントを実践するため、

平成13（2001）年度にISO14001の認証を取得し取り組みを推進したのち、平成25

（2013）年度からは市独自の「枚方市環境マネジメントシステム（Ｈ－ＥＭＳ）」に切

り替え、運用しています。また、物品の購入時に、環境に配慮したものを優先して選択で

きるよう指針を定め運用するとともに、公共工事などの際、環境配慮型の資材、機材、工

法などを優先的に選択しています。 

 

（市民・事業者の環境保全活動の促進） 

枚方市では、市民・事業者の環境保全活動の促進のため、「NPO法人ひらかた環境ネッ

トワーク会議」の支援や、ISO14001及びエコアクション21を認証取得する際に助成を

行うなど、事業者の環境保全活動を促進するための支援を行っています。また、「枚方市

環境表彰」では、枚方市内を主な活動の場とし、地球温暖化防止活動、環境教育、自然環

境保護などに継続して熱心に取り組んでいる個人・団体・事業者を表彰し、その取り組み

を紹介しています。 
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（環境情報の提供） 

枚方市では、環境に関するさまざまな情報を広く市民に伝えるため、図書館やホームペ

ージで情報発信しています。図書館では環境情報コーナーやエコライフコーナーを設置し、

図書や「省エネナビ」の貸出など、暮らしに役立つ情報や体験学習を提供しています。ま

た、ホームページでは、環境に関するデータの閲覧のほか、新たに温暖化対策に関するポ

ータルサイトを開設し、省エネルギーに関する情報を提供しています。 

 

 

 【地球環境】 地球環境への負荷が少ないまち 

①地球温暖化対策の推進 

枚方市では、平成30（2018）年9月に「枚方市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」

を改定し、国の温室効果ガス削減目標に準じた新たな目標（令和12（2030）年度に平成

25（2013）年度比で温室効果ガス排出量を26％以上削減）のもと、再生可能エネルギー

の利用拡大や、省エネルギー・省CO2活動の推進などに取り組んでいます。 

 

【指標等の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温室効果ガス排出量については、東日本大震災以降、大幅に増加し、その後、ほぼ横ば

いとなっていますが、これは、東日本大震災後、温室効果ガス排出量全体の約4割を占め

る電気の排出係数が大幅に増加したためです。なお、エネルギー消費量の推移を見ると、

年々減少傾向にあり、省エネルギーの取り組みが一定進んでいると考えられます。 
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（温室効果ガス排出抑制対策の推進） 

市民に広く省エネルギー活動を普及させるため、温暖化対策に関するポータルサイトに

よる情報発信やFM放送のほか、「エコライフキャンペーン」、「ライトダウンキャペーン」

など参加型の普及啓発イベントを行っています。また、家庭における省エネルギー意識の

向上のため、消費電力量がリアルタイムでわかる「省エネナビ」の貸出や、省エネ相談会

などを行っています。 

また、率先した取組として、市役所の事務事業に伴う温室効果ガスの排出を削減するた

め、「枚方市役所CO2削減プラン」に基づき、省エネルギー行動や、省エネルギー型の機

器への更新などを計画的に行っています。道路照明や防犯灯などまちなかの照明器具につ

いても、順次LED化を進めています。 

 

（再生可能エネルギー等の導入促進） 

太陽光発電などの再生可能エネルギーの導入を促進するため、公共施設に率先して導入

するとともに、それを環境学習に活用するなど、情報発信を行っています。また、売電で

得た収益を温暖化対策事業に活用しています。 

 

（ヒートアイランド対策の推進） 

熱中症対策としては、夏季に公共施設を市民の避暑のために開放する「クールスポット」

を推進するとともに、緑のカーテンや打ち水など、暑熱を軽減する啓発活動を行っていま

す。市立の小中学校では、エアコンの導入とともに緑のカーテンや緑のじゅうたんを一体

的に整備し、環境負荷の軽減に取り組んでいます。 

 

②地球環境保全対策の推進 

（広域的な連携の推進） 

枚方市では、酸性雨やオゾン層の保護に関する情報の収集・整理に努めるため、「大阪

府酸性雨調査連絡会」や「大阪府フロン対策協議会」に参加するなど、国や大阪府と連携

を図ってきました。 
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 【自然環境】 豊かな自然が保全され、人と自然とが共生するまち 

①自然環境の保全 

市内には、東部地域の里山や、市街地に残された農地、都市内の公園、西部の淀川など、

多様な自然環境があり、これらの今ある環境と、そこに根ざす生態系を守り育てる取り組

みが、多くの市民等の協働により行われています。 

 

【指標等の状況】 
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緑被面積については、農耕地が減少傾向にあります。市が実施した自然環境調査（市域

全域調査）における植物や哺乳類、昆虫類、鳥類などの確認された種類については、大き

な変化は見られない状況となっています。 

 

（里山の保全） 

東部地域の里山において、市民等のボランティアによる森林保全活動が行われています。

これらの活動を支えるため、市では里山講座などを通じて担い手育成に取り組むとともに、

保全活動に対する経費の補助や、人材交流の支援などを行っています。 

 

（生態系の保全） 

地域の生態系を保全するため、アライグマなどの特定外来生物の防除を行っています。 

 

（自然とのふれあいの場の確保） 

子どもが公園や川など身近にある自然環境について知り、いきものに親しむための観察

会や工作体験、市民参加型の自然環境調査などを定期的に行っています。また、学校の中

にビオトープ池を整備し、いきものにふれあいながら学ぶ環境学習に取り組んでいます。 

 

（緑の保全と創出） 

まちなかの緑として、公園・街路樹の整備や維持管理を行っており、その一部で、地域

のボランティアとの協働による花や植栽の管理も行っています。また、住宅地の緑を増や

すため、生け垣緑化への助成や、花いっぱい運動等の緑化啓発事業を行っています。 

平成30（2018）年度からは、多様な主体が参画し、緑の創出や緑とのふれあいをコ

ーディネートする「みどりのプラットホーム」が始まり、そのプログラムを通じて多くの

市民が緑化活動や体験活動などに参加しています。 
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②「農」を活かしたまちづくり 

【指標等の状況】 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

（「農」を守り、活かす） 

食糧生産の場であり、かつ地域の緑地として多様な機能を担う農地を保全するため、学

校給食における地元の農産物の提供など、地産地消の推進に取り組んでいます。また、レ

ンゲ草を有機肥料として使い施肥量を減らす「レンゲ栽培米」など、環境にやさしく安全

な「エコ農産物」の普及・拡大に取り組んでいます。 

 

（「農」とのふれあいの促進） 

地域の農業に市民がふれあう農業体験を促進しており、小学生を対象とした農業体験で

は、農作業、収穫、調理、試食を通じた食育が行われています。 
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件

 【都市環境】 環境に配慮された快適な都市空間が配慮されたまち 

①環境にやさしいまちづくり 

枚方市は、大阪と京都の中間に位置する利便性の高さから、昭和40年代頃から住宅地と

して発展し、平成27（2015）年国勢調査時点での人口は約40万人、大阪府下第4位の規

模のベッドタウンとなっています。また、市内には工業団地なども立地し、産業と暮らしが

近接する生活・都市環境の特徴を持っています。 

 

【指標等の状況】 

   

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（環境に配慮した開発への誘導） 

良好な住環境を保全するため、地域住民が建築物のルールを自主的に設ける「建築協定

制度」について、市が支援を行っています。 
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（環境負荷の少ない都市構造への転換） 

自動車交通に伴う環境負荷を軽減するため、公共交通の利用促進の啓発や、渋滞対策、

幹線道路の整備などを行っています。 

 

 

②美しいまち並みの確保 

【指標等の状況】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（環境美化の推進） 

まちの美化を進め、快適な生活環境を確保するため、市民等に対して、「ポイ捨て等防

止条例」や「路上喫煙制限条例」の周知を図り、ポイ捨て・犬のふんの放置や、路上喫煙

による迷惑行為等の防止に向けた啓発に取り組み、市民の美化意識の向上を図っています。

また、市が管理する道路や、公園・緑地等の公共場所において、美化活動に取り組む市民

団体や企業に対して、清掃用具の貸し出しや、花苗の提供など支援を行っています。 

 

（良好な景観形成の推進） 

まちの美観を保全するため、不法屋外広告物の撤去や、空き家等の適正管理の啓発を行

うとともに、景観計画等に基づき、魅力ある景観形成への支援を行っています。 

また、環境美化活動として、市民ボランティア等との協働により、河川敷や道路等の清

掃活動、ポイ捨て防止の啓発などを行っています。 
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（ひらかたプラごみダイエット～ポイ捨てゼロ宣言） 

市民・市民団体、事業者、行政が連携・協力し、プラスチックごみ等ポイ捨て防止の啓

発活動や使い捨てプラスチックの削減に向けた４Rの取り組みを推進するため、令和元年

6月1日に「プラごみダイエット～ポイ捨てゼロ宣言」を行いました。 

 

（歴史文化遺産の保存と活用） 

地域環境を特徴づける歴史文化遺産として、史跡の保存や公開を行っています。また、

菊人形や淀川舟運など枚方ならではの歴史文化を活用した交流を推進しています。 

 

 

 【生活環境】 安心して暮らすことができる良好な環境が確保され、資源が循環し

ているまち 

①循環型社会の構築 

ごみの減量のため、市民・市民団体、事業者、行政それぞれが4R（リフューズ、リデュ

ース、リユース、リサイクル）に取り組んでいます。こうした取り組みにより、市民１人あ

たりの１日のごみの量は継続的に減少しています。 

 

【指標等の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（発生抑制行動の浸透） 

4Rのうち、特にごみを発生させないこと（リフューズ、リデュース、リユース）を重

視した意識向上のための啓発を行っています。ごみ減量フェアにおいて再使用可能な物品
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%

の譲渡を行うほか、学校などで食品ロスの削減と食育を兼ねた環境学習にも取り組んでい

ます。また、図書館で除籍した図書の譲渡なども行っています。 

近年問題になっている海洋プラスチック問題やマイクロプラスチック問題について、市

民向けの講演会を行うなど、啓発を行っています。 

 

（リサイクルシステムの確立） 

発生したごみをできるだけ家庭内でリサイクルするため、生ごみの堆肥化（ダンボール

コンポストなど）の講習を行うなど、普及を図っています。また、資源化できるようごみ

の分別を促進しており、現在一般ごみのほか、ペットボトル・プラスチック製容器包装、

空き缶、びん・ガラス類、紙類について分別収集を行っています。さらに、効率的に資源

を回収するため、集団回収報奨金制度により地域の自治会や子ども会などへの補助を行っ

ています。 

 

（排出者責任の徹底） 

枚方市では、ごみの量を削減するため、多量排出事業所に対して、一般廃棄物管理責任

者の選任及び減量等計画書の作成・提出を求めるなど、事業系ごみの適正処理による減量

及び再資源化の指導を行っています。また、生ごみ等の有機資源のリサイクルとして「剪

定枝のチップ化事業」や「脱水汚泥肥料化事業」を推進しています。 

 

（環境に配慮した処理システムの構築） 

枚方市では、環境に配慮した収集車両を利用することで環境負荷の低減に努めるととも

に、市民との意見交流を行うことで収集システムの改善を行っています。また、穂谷川清

掃工場、東部清掃工場では、廃熱を利用した発電を行うなど、環境負荷の低減に関する取

り組みを推進しています。 

 

②良好な水資源の保全と活用 

【指標等の状況】 
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（水環境の保全） 

枚方市では、公共下水道の整備・改善を進めることで、快適な生活環境を支え、水質汚

濁を防止しています。また、公害防止のため、工場及び事業場に対する規制・指導を行う

とともに、生活排水に関する啓発などの水質汚濁防止対策を推進しています。河川及び地

下水の水質の状況や環境基準達成状況は、定期的に調査を行いホームページ等で情報提供

を行っています。 

 

（水資源の有効活用） 

枚方市では、公共施設に雨水タンクを設置し、樹木等への散水やトイレの洗浄水などに

有効利用しています。また、道路を整備する際には、雨水排水の流出抑制及び暑気対策の

ため、保水性・透水性材の使用の促進に努めています。 

 

③良好な生活環境の確保 

大気環境、騒音・振動、水質などの生活環境について、継続的な監視や測定により現況を

把握し、ホームページで情報を公開しています。また、法や条例に基づき届出制度を運用す

るとともに、必要に応じて事業所への立入検査や指導などを行い、良好な環境の保全に努め

ています。また、水質については、公共下水道の整備や生活排水の適正処理の啓発を進めて

います。 

 

【指標等の状況】 
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（大気環境の保全） 

枚方市では、継続的に市域の大気汚染状況を監視することにより、環境基準達成状況を

把握し、ホームページで情報提供を行うとともに、廃棄物の野焼き行為防止パトロールを

実施するなど環境監視の充実を図っています。 

 

（騒音・振動の防止） 

枚方市では、工場・事業場から提出される公害関係法令に基づく届出について、内容の

審査を実施するとともに、立入検査等を通じて、規制指導を行っています。また、環境に

おける騒音や振動の調査を行うともに、ホームページで情報提供を行っています。 

 

（土壌汚染・地盤沈下の防止） 

枚方市では、工場・事業場から提出される公害関係法令に基づく申請・届出について、

内容の審査を実施するとともに、立入検査等を通じて、規制指導を行っています。また、

地盤沈下の状況を把握するため、水準量の実施及び地下水位を監視するとともに、ホーム

ページで情報提供を行っています。 

 

（化学物質の適正管理） 

枚方市では、工場・事業場に対し、立入検査等、様々な機会を通じて、適正管理・使用

について指導を行っています。有害大気汚染物質やダイオキシン類、アスベスト濃度の監

視に取り組んでいます。 

  

大気における環境基準の達成状況については、光化学オキシダント以外は達成しており、

「浮遊粒子状物質の年間２％除外値」はすべての測定局で環境基準値を達成しているほか、

「環境基準点でのＢＯＤ75％値」は3河川すべての測定地点で環境基準値を達成していま

す。 
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【７】 第2次枚方市環境基本計画策定以降の社会状況の変化と新たな課題 
 

 【人づくり】 

■環境教育に関する制度等の動向 

環境教育や協働の取り組みをさらに推進するため、旧法「環境保全のための意欲の増進

及び環境教育の推進に関する法律」を拡充するものとして、「環境教育等による環境保全

の取組の促進に関する法律（環境教育等促進法）」が平成23（2011）年6月に公布され

平成24（2012）年10月に全面施行されました。この法律では、法の目的として「協働

取組」の推進が追加されるとともに、地方自治体による推進枠組みの具体化としての行動

計画作成の努力義務や、学校教育における環境教育のさらなる充実、環境教育等の基盤強

化、自然体験等の機会の場の提供など、従来の環境教育をさらに発展させた、環境保全の

ための幅広い実践的な人材育成について規定されています。 

 

環境教育の推進に向けて、ESDや変更された環境教育等促進法の基本方針の考え方と

の整合を図ることが求められています。 

 

 

 【地球環境】 

■地球温暖化防止に関する動向 

（パリ協定（平成27（2015）年12月）） 

パリ協定は、平成27（2015）年にパリで開催された国連気候変動枠組条約第21回締

約国会議（COP21）で採択された、令和2（2020）年以降の気候変動対策に関する国

際的な枠組みです。世界全体の平均気温の上昇を、産業革命以前に比べて２度より十分低

く保つとともに、1.5度に抑える努力を追求すること、また、そのために主要排出国を含

むすべての国が削減目標を立て、レビューを受けながら5年ごとに目標を更新することな

どを定めています。 

 

（地球温暖化対策計画（平成28（2016）年5月）） 

地球温暖化対策計画は、我が国の地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するため、

平成28（2016）年5月に閣議決定された計画です。地球温暖化対策計画では、パリ協定

の枠組みにおける我が国の削減目標（令和12（2030）年度に平成25（2013）年度比

26.0％削減）を達成するため、具体的に推進すべき対策が部門ごとに整理されています。

省エネルギー対策や、再生可能エネルギーの普及、交通流対策、国民運動「COOL CHOICE」

など、あらゆる主体による多面的・網羅的な取り組みを推進することとしています。 

 

（環境基本計画（平成30（2018）年4月）） 

平成30年4月に、ＳＤＧｓ、パリ協定採択後に、はじめて策定される環境基本計画で、

分野横断的な6つの「重点戦略」を設定した第5次環境基本計画が閣議決定されました。 
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■気候変動への適応策に関する動向 

（気候変動適応計画（平成30年（2018年）11月）） 

温室効果ガスの排出削減対策（緩和策）を最大限行ったとしても、一定の地球温暖化は

避けられないと予測されることから、緩和策だけでなく、気候変動の影響による被害の回

避・軽減対策（適応策）を同時に進める必要があるとされています。国は「気候変動適応

法」（平成30年６月13日公布、平成30年12月１日施行）に基づき、農業や防災等の各

分野における適応策を総合的に推進するため、平成30年（2018年）11月に「気候変動

適応計画」を閣議決定しました。 

 

（枚方市における気候変動の影響） 

地球規模の温暖化による影響のほか、枚方市は

地形的条件や都市化の影響などにより、夏季に高

温となりやすい傾向があります。平成30（2018）

年の枚方市の最高気温は38.9℃を記録し、熱中症

による救急搬送件数も年々増加しています。 

また、近年は災害をもたらすような集中豪雨が

日本各地で発生しており、枚方市においても、

150mmを超える日最大降水量を記録する年が

頻繁に見られるようになっています。 

 

（気候変動に対する取り組み状況） 

集中豪雨による浸水被害を軽減するため、枚方

市では、雨水を一時的に貯留する施設や雨水を地

中に浸透させる舗装などを整備するとともに、雨

水を速やかに河川に排出するためのポンプ場や

雨水管などの整備を進めています。 

また、ソフト的な対策として、防災マップを作

成し、市民に配布するほか、自主防災組織の支援

を行っています。 

 

■国内のエネルギー情勢の変化 

東日本大震災に起因する原子力発電所の停止に伴う電力需給のひっ迫等から、多様なエ

ネルギー供給の確保、エネルギーの自立・分散化が求められています。 

国は再生可能エネルギーの導入初期における普及拡大のため、「再生可能エネルギーの

固定価格買取制度（FIT）」を導入しました。これにより、日本の電源構成に占める再生可

能エネルギーの比率は太陽光を中心に増加しています。また、2017年（平成29年）に

は電力・ガスの小売が全面自由化となり、需要家が小売電気事業者を自由に選択し契約す

ることができるようになりました。 
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持続可能な開発目標（SDGs）の考え方や国の第5次環境基本計画との整合を図るとと

もに、平成29年9月に改定した「枚方市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」に基づ

き、地球温暖化対策の充実が求められています。 

 

 

 

 【自然環境】 

■生物多様性に関する動向 

生物多様性国家戦略は、平成7（1995）年に最初の国家戦略が決定されてから5回の

改定を経て、平成24（2012）年に「生物多様性国家戦略2012-2020」が閣議決定さ

れました。同国家戦略は、東日本大震災を踏まえた今後の自然共生社会のあり方を示すと

ともに、平成22（2010）年の生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）の成果で

ある愛知目標を達成するためのロードマップを含めて策定されたものです。概ね令和2

（2020）年までに重点的に取り組むべき施策の大きな方向性として、「１ 生物多様性を

社会に浸透させる」、「２ 地域における人と自然の関係を見直し、再構築する」、「３ 森・

里・川・海のつながりを確保する」、「４ 地球規模の視野を持って行動する」、「５ 科学的

基盤を強化し、政策に結びつける」の「５つの基本戦略」を提示しています。同国家戦略

は概ね令和2（2020）年を目処としていることから、国において次期国家戦略の方向性

について、国際的議論も踏まえた議論が進められています。 

 

生物多様性国家戦略の５つの基本戦略に基づき、生物多様性の保全等に関する取り組み

が求められています。 

 

 

 【都市環境】 

■まちづくりに関する動向 

（空き家・空き地対策） 

空き家の増加が、治安の悪化や倒壊の危険などによる安全性の低下、草木の繁茂による

周辺の生活環境への悪影響をもたらしていることから、平成27年5月に「空家等対策の

推進に関する特別措置法」が全面施行されました。 

 

平成29（2017）年12月に策定した「枚方市空家等対策計画」の４つの基本方針に基

づき、空き家・空き地対策の推進が求められています。 

  



 

59 

 

 【資源循環】 資源循環型社会の実現 

■循環型社会の構築に関する動向 

（プラスチックごみ対策） 

プラスチックは、我々の生活に利便性をもたらす一方で、海洋に流出したプラスチック

等による環境汚染が世界的に問題となっています。そのため、プラスチック製容器包装・

製品の使用の抑制、再生利用、バイオマスプラスチックの利用促進、海洋プラスチック対

策等が世界的に進められています。 

日本においては、平成30（2018）年6月に海岸漂着物処理推進法が改正され、海洋環

境の保全の観点が追加されるとともに、令和元（2019）年5月にプラスチック資源循環

戦略が策定されるなど、プラスチックごみ対策の制度が整えられています。 

また、海洋プラスチックの問題解決に向け、消費者、自治体、NGO、企業等の幅広い

主体が連携協働して取り組むため、環境省主導の「プラスチック・スマートキャンペーン」

が展開されています。ポイ捨て撲滅や散乱ごみの回収活動、

不必要なワンウェイのプラスチックの排出抑制や分別回収

の徹底など、“プラスチックとの賢い付き合い方”を全国的

に推進し、我が国の取り組みを国内外に発信しています。 

 

（小型家電リサイクル） 

電子機器などに含まれる金などの有用金属が十分に資源回収されないまま廃棄されて

いる状況があり、これを適正にリサイクルするため、「使用済小型電子機器等の再資源化

の促進に関する法律（小型家電リサイクル法）」が平成25年4月に施行されました。 

 

（第4次循環型社会形成推進基本計画） 

資源循環をめぐる近年の国内外の情勢を踏まえ、平成30（2018）年6月に「第4次循

環型社会形成推進基本計画」が閣議決定されました。資源循環においても、環境、経済、

社会的側面の統合的向上をめざすこととし、地域循環共生圏形成による地域活性化など、

多面的な効果を視野に入れた対策を推進することとしています。 

 

引き続き、環境負荷の低減による持続可能な循環型社会の実現に向けての取り組みが求

められています。 
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【８】 関連計画の動向 

 国・府の環境全般に関する計画等 

■環境基本計画（平成30（2018）年4月） 

第５次環境基本計画は、ＳＤＧｓ、パリ協定採択後に初めて策定された環境基本計画で

す。ＳＤＧｓの考え方を活用しながら、分野横断的な6つの重点戦略を設定し、環境政策に

よる経済社会システム、ライフスタイル、技術などあらゆる観点からのイノベーションの

創出や、経済・社会的課題の「同時解決」を実現し、将来にわたり質の高い生活をもたら

す「新たな成長」につなげていくこととしています。また、その中で、地域の活力を最大

限に発揮する「地域循環共生圏」の考え方のもと、各地域が自立・分散型の社会を形成し

つつ、地域の特性に応じた資源を補完し合う取り組みを推進することとしています。 

 

■大阪２１世紀の新環境総合計画（平成30（2018）年７月改定） 

「大阪21世紀の新環境総合計画」は、府域における豊かな環境の保全及び創造に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進するための、令和2（2020）年までの計画として、平

成23（2011）年に策定され、その後の社会状況等に応じた改定を重ねながら取り組み

が進められています。目指すべき将来像（長期的視点）として「府民がつくる暮らしやす

い、環境・エネルギー先進都市」を掲げ、府民の参加・行動のもと、分野ごとに「低炭素・

省エネルギー社会」、「資源循環型社会」、「全てのいのちが共生する社会」、「健康で安心し

て暮らせる社会」をめざし、これらを横断するものとして「魅力と活力ある快適な地域」

をめざすこととしています。改定版では、施策とＳＤＧｓとの対応や、気候変動への適応

策など、新たな視点が反映されています。 

 

 

 枚方市の関連計画の動向 

○第5次枚方市総合計画（平成28（2016）年3月14日） 

第5次枚方市総合計画基本構想において、めざすまちの姿とし

て「持続的に発展し、一人ひとりが輝くまち 枚方」を掲げ、そ

れを達成するための５つの基本目標を定めてまちづくりを推進

しています。環境分野の基本目標として、「自然と共生し、美し

い環境を守り育てるまち」が位置づけられています。 
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○枚方市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（平成30（2018）年4月策定） 

枚方市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（平成30（2018）年9月改定） 

枚方市では、地球温暖化対策を計画的に推進するため、市の事

務事業に係る「枚方市役所地球温暖化防止実行計画」を平成14

（2002）年3月に、市域に係る「枚方市地球温暖化対策地域推進

計画」を平成19（2007）年6月にそれぞれ策定し、取り組みを

推進してきました。その後、社会状況等に応じて計画の見直しを

実施し、平成30（2018）年4月に「枚方市地球温暖化対策実行

計画（事務事業編）」を策定するとともに、平成25年3月に策定し

た「枚方市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」を平成30

（2018）年9月に改定しました。これらの計画では、再生可能エ

ネルギーの利用拡大に関する取り組み、省エネルギー・省CO2活

動の促進に関する取り組み、低炭素化につながる環境整備の推進に関する取り組み、循環

型社会の構築に向けた活動の推進に関する取り組み等を推進することとしています。 

 

○枚方市みどりの基本計画（平成28（2016）年3月） 

市内の緑地の保全や緑化を計画的に進めるため、平成11

（1999）年3月に「枚方市緑の基本計画」を策定し、その後の社

会状況等を踏まえ、平成28（2016）年3月に令和17（2035）

年度を目標年度とする「枚方市みどりの基本計画」に改定を行い

ました。この計画では、本市のみどりの根幹となる「みどりの骨

格」として東部の里山と淀川を位置づけ、公園や緑地、農地、社寺

林や孤立林等の「みどりの拠点」の保全・活用、これらをつなぐ

「みどりの軸」の質の向上、創出、地域の特性に応じた「みどりの

土地利用」について方向性を定めており、その具体的方策として、

多様な担い手が参画できるしくみづくり、本市を特徴づける既存

のみどりの保全と活用、公園など身近な都市インフラのみどりの機能向上、まちなかの緑

化の推進等について取り組みを推進することとしています。 

 

○第２次枚方市里山保全基本計画（平成29（2017）年3月） 

東部地域の里山環境を保全し継承していくため、平成16（2004）年11月に策定した

「枚方市環境保全構想」のもと、平成18（2006）年5月に「枚方市里山保全基本計画」、

平成29（2017）年3月に「第２次枚方市里山保全基本計画」を策定しました。この計画

では、「枚方の優れたみどりを守り、活かしていく」を基本方針とし、市民・市民団体、

事業者、大学、行政が協働して、里山の自然環境の保全、維持・回復、里山の活用の促進、

維持管理の強化の取り組みを進めることとしています。 
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○枚方市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画（平成28（2016）年3月） 

ごみの減量・リサイクル及び適正処理に関する取り組みを計画

的に推進するため、平成21（2009）年6月に「新・循環型社会

構築のための枚方市一般廃棄物減量及び適正処理基本計画（改訂

版）」を策定し、その後の社会状況等を踏まえ、平成28（2016）

年度から令和7（2025）年度までの10 年間を計画期間とする

「枚方市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」を策定しました。 

この計画では、「ごみの排出量」、「ごみの資源化率」、「最終処

分量」、「温室効果ガスの排出量」、「ごみの焼却量」について具体

的な数値目標を掲げ、市民・事業者・行政が連携・協力しながら、

４Ｒ（リフューズ・リデュース・リユース・リサイクル）を基本

とした様々なごみの減量・リサイクルの取り組みや収集・処理体制の構築等を推進するこ

ととしています。 

 

 

○枚方市都市計画マスタープラン（平成29（2017）年3月） 

都市計画マスタープランは、市の都市計画の基本的な方針を示

すもので、土地利用の規制や誘導、道路、公園、下水道などの計

画を定めたものです。人口減少や少子高齢化、都市機能へのニー

ズの変化など、まちづくりの面から対応すべき課題を踏まえ、暮

らしやすいまちづくりを通じて魅力の向上と発展をめざすこと

としています。将来都市像として「まち・ひと・自然がつながり、

持続的に発展する都市」を掲げ、集約型都市構造を基本とした拠

点とネットワークの充実や、都市的土地利用と自然的土地利用が

調和した都市環境の形成を推進することとしています。 
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【９】 枚方市の地域特性  
 

 人口と世帯数 
 

本市の人口は2019（平成31）年現在において402,579人、世帯数は180,043世帯で

す。人口は2012（平成24）年度の409,964人をピークとして、緩やかな減少傾向に転じ

ています。一方、世帯数は増加を続けており、2019（平成31）年は、180,043世帯とな

っています。また、1世帯あたりの人員数は、1990（平成2）年に3.03人だったものが、

2015（平成27）年には2.41人と減少しています。 

また、年齢3区分別人口の推移を見ると年少人口（0～14歳）と生産年齢人口（15～64

歳）の減少が続いており、これに伴い老年人口（65歳以上）が増加する少子高齢化が進行

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  世帯あたりの人員数の推移 

  

出典：国勢調査、 

    枚方市統計書のデータを基に作成 
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図  年齢３区分別人口の推移 

 

 土地利用動向 
 

2015（平成27）年の住宅地を含む市街地等は44.1％を占めており、2000（平成12）

年から15年間で3.0％増加しています。一方、田畑・山林等については、2.7％減少してい

ます。また、土地利用のうち、田畑に相当する経営耕地面積の推移をみると、2015（平成

27）年の耕地面積は1990（平成2）年と比較して約37％減少し、農家数も567戸減少し

ています。 

市域の市街地等は、市域の西側に多く分布しています。商業業務の土地利用は駅周辺を中

心に分布し、工業地の土地利用は幹線道路等に隣接して分布しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  土地利用の推移 
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 年平均気温の推移 
 
市内の年平均気温は上昇傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  年平均気温の推移 

 

 

  

※1977年は欠測期間が存在するため、プロットを省いている。また、1993年は

調査地点移行に伴い、欠測期間が存在するため、プロットを省いている。 

14.9

15.2

14.1

13.9

14.3

14.5

13.9

14.7

14.3

15.2

14.3

15.1

15.8

15.4

15.1

16.8

15.5
15.4

16

17.1

16.4

16.3

16.2

16.5

16

17

16.1

16.2

16.5

16
16.3

16.6

16.1

15.9

16.3

15.9

16.4

16.9

15.8

16.6

12

13

14

15

16

17

18

19
大阪市 枚方市（℃） 

出典：気象庁の気象データを基に作成 



 

66 

 

【１０】 市民・事業者アンケート及び市内高校生ワークショップ結果について 

 市民アンケート結果 
 

＜実施概要＞ 

調査対象 市内にお住まいの18歳以上の市民3,000人 

実施時期 2019年7月26日～2019年8月9日 

配布回収数 配布数［3,000］  回収数［886］  回収率［29.5%］ 
 

＜基本目標の優先順位について＞ 

市民アンケートの問4、問5の結果からは、環境の現状や市の環境施策に関して、「地球

環境」や「都市環境」に関する事項で重要度と満足度の差が大きく、この分野について、

第3次環境基本計画では、重点的に取り組む必要があると考えられます。 
 

＜基本施策や施策の方向性に盛り込むべき事項について＞ 

市民アンケートの問4、問5の結果からは、「ヒートアイランド対策の取り組み」や「自

動車の交通流対策の取り組み」「気候変動の影響に対する適応策の取り組み」「省エネや地

球温暖化防止に向けた取り組み」「環境美化の取り組み」が比較的、重要度と満足度の差

が大きく、「地球環境」に関する項目とともに日常生活に直結した分野への関心度が高い

ことがわかりました。このため、「地球環境」の分野とともに、都市としての交通利便性

やまちの美観などについて、第3次環境基本計画では、重点的に取り組む必要があると考

えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①環境問題につ
いて学ぶ機会

②環境に関する情報の
入手しやすさ

③再生可能エネルギー
の普及状況

④熱帯夜などのヒート
アイランド現象

⑤「自然」とふれあ

う機会

⑥「農」とふれあう機会

⑦道路の自動車

交通の状況

⑧まちの美観

⑨まちのバリアフ

リーの状況

⑩ごみの削減
や分別の状況

⑪河川や水
辺の状況

⑫生活環境
の状況
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問4.あなたの身の回りの環境についての散布図(点)

(点)

（基本目標単位での結果） 

１位：地球環境 

2位：都市環境 

3位：生活環境 

4位：人づくり・情報 

5位：自然環境 
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＜市民の環境保全活動の促進のための施策の方向性について＞ 

市民アンケート「問6 地域で実施されている環境保全活動」の結果からは、よく参加

している、もしくは時々参加することがある環境保全活動は、「資源回収活動」、「地域の

清掃活動」の順で多くなっており、第3次環境基本計画では、こうした環境保全活動の場

を継続して、創出することが求められています。 

また、参加したことがない環境保全活動のうち、「今後、参加してみたい」活動は、「自

然保護活動」「緑化活動」の順で多くなっており、第3次環境基本計画では、「自然環境」

の分野において、市民の環境保全活動の促進のための施策を充実していく必要があると考

えられます。 

環境保全活動に全く参加したことがない人（全体の29.0％）のうち、23.1％の人が今

後参加してみたい活動を選択しており、「緑化活動」「地域の清掃活動」「自然保護活動」

の順で多くなっています。こうした活動の場を創出することで、環境保全活動に参加する

方の拡大につなげていく必要があると考えられます。 
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問6.地域などで実施されている環境保全活動の参加の有無

良く参加している 時々、参加することがある 参加したことがない 無回答・無効

n=886

①環境教育・環境学習

の機会を

創出する取り組み

②環境活動の推進の取
り組み

③環境啓発イベントによる
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④市ホームページによる
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⑧ヒートアイランド対策
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⑨生態系の保全の取り組み

⑩有害鳥獣の防除の取
り組み

⑪自然とのふれあいの場の
確保の取り組み

⑫みどりの保全と創出
の取り組み

⑬環境美化の取り組み

⑭自動車の交通流対策
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問5.枚方市の環境の取り組みについての散布図(点)

(点)

（基本目標単位での結果） 

１位：地球環境 

2位：都市環境 

3位：生活環境 

4位：自然環境 

5位：人づくり・情報 
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市民アンケート「問7 日常的に実施している環境保全の行動」の結果からは、9割以

上の市民がごみはルールに従ってきちんと分別していることがわかりました。また「ごみ

のポイ捨てをしない（85.3％）」「油や食べかすなどを排水口から流さない（75.7％）」

などについても、多くの市民が日ごろから取り組んでおられることがわかりました。 

一方で、「環境に対してよいと思うことを知人や友人に伝えたり広めたりする」「不用品

をリユースにまわす」「物品等を購入するときには環境への影響を考えてから選択する」

については、日常的に取り組んでいる市民が少なく、今後、取り組んでみたいと考えてい

る人が多いことから、今後は、リユースやグリーン購入といった分野を中心に環境教育・

学習や情報提供を行っていく必要があると考えられます。 

また、枚方市民の環境保全行動に取り組んでいる人の割合は、全国平均と比較して高く

なっており、今後も環境保全行動を促進していく必要があると考えられます。 
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問6.今後参加してみたい地域などで実施されている環境保全活動
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問6 何も参加したことないが、今後参加してみたい活動
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＜重点的に取り組むべき施策について＞ 

市民アンケート「問8 枚方市に期待する環境保全施策」の結果からは、市に期待する

環境保全施策については、「こどもに対する環境教育（45.2％）」「環境に関する情報提供

（32.9％）」「市施設などへの環境配慮設備の率先的導入（31.4％）」の順で多いことが

わかりました。 

第３次環境基本計画では、市の施策として、環境教育・学習の場の創出や環境情報の積

極的な提供、市施設への環境関連設備の率先導入を位置付けていく必要があると考えられ

ます。 
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⑤不用品をリユースにまわす

⑪物品等を購入するときは環境への影響を考えてから選択する

⑬環境に対してよいと思うことを知人や友人に伝えたり広めたりする

⑥買い物の際、マイバッグなどを持参し、レジ袋を断る

⑭旬のもの、地のものを選んで購入する

⑫食品ロスの削減に向けて取り組んでいる

⑨外出時は、公共交通機関を活用している

②日常生活において、できるだけごみを出さないようにする

⑩日常生活において、節水に努める

①日常生活において、節電等の省エネに努める

⑧油や食べかすなどを排水口から流さない

⑦運転の際には、不必要なアイドリングや空ぶかし、急発進はしない

④ごみのポイ捨てをしない、出かけたときはごみを持ち帰る

③ごみは、ルールに従ってきちんと分別して出すようにする

問7.今後取り組んでみたい環境保全の行動
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⑥買い物の際、マイバッグなどを持参し、レジ袋を断る
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日頃から取り組んでいる 時々、取り組むことがある 取り組んだことがない 無回答・無効
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＜環境情報の提供手法について＞ 

市民アンケート「問9 環境に関する情報の取得方法」の結果からは、「環境」に関する

情報を取得する手法は、「広報ひらかた（72.2％）」「テレビやラジオ（52.5％）」「新聞・

雑誌・ミニコミ誌（49.5％）」の順で多いことがわかりました。 

また、今後活用を期待する手法は、「出前講座や環境イベント（43.5％）」「環境啓発パ

ンフレット（41.2％）」の順で多いことがわかりました。 

今後は、引き続き、広報ひらかたやFMひらかたなどを活用した情報提供を行うととも

に、出前講座や環境イベントの機会の拡大、環境啓発パンフレットを活用した環境情報の

提供を積極的に行っていく必要があると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜新しい環境問題の認知度＞ 

市民アンケート「問10 環境問題の認知度」の結果からは、新しい環境問題の認知度

について、「海洋プラスチック問題・マイクロプラスチック問題」の認知度は、「内容を知
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13.8%

32.1%

32.7%

36.6%

46.8%

48.0%

47.8%

52.3%

50.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①広報ひらかた

⑧テレビやラジオ

⑨新聞・雑誌・ミニコミ誌

④枚方市ホームページ

⑥自治会などの説明会

⑦SNS

②環境啓発パンフレット

⑤市以外のホームページ

③出前講座や環境イベント

問9.「環境」に関する情報を取得しやすい手法

現在、活用している 今後、活用を期待する 無回答・無効

n=886

45.2%

32.9%

31.4%

27.7%

16.3%

10.6%

3.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

こどもに対する環境教育

環境に関する情報提供

市施設などへの環境配慮設備の率先的導入

環境配慮設備への補助金などの財政的支援

市民に対する環境学習の提供

特になし

その他

問8.行政に期待する環境保全施策
n=886
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っている」、「聞いたことがある」を合わせると89.3％となっていますが、「ＳＤＧｓ」に関

しては、37.6％であることがわかりました。 

今後は、「ＳＤＧｓ」の認知度を上昇させるため、使い捨てプラスチックごみのポイ捨て

防止の取り組みなどを通して、こうした取り組みが「ＳＤＧｓ」の目標達成につながって

いくことを周知・啓発していく必要があると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜枚方市の環境の10年後、30年後の望ましい姿について＞ 

市民アンケート「問11 枚方市の環境の将来の望ましい姿」の結果からは、10年後の

望ましい環境の姿については、「緑や水辺など自然環境が保全されたまち（56.5％）」「ご

みのポイ捨てなどがない環境美化が進んだまち（39.8％）」「公害のない良好な生活環境

が確保されたまち（37.4％）」の順となりました。 

枚方市の環境の10年後の望ましい姿について、自然環境と都市環境の保全などのバラ

ンスを重視する意見が多いことがわかりました。 

30年後の望ましい環境の姿については、様々な環境のバランスを重視する意見が多く、

また、分野としては、10年後の望ましい環境の姿と比較して大きな変化はありませんで

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56.5%

39.8%

37.4%

28.8%

26.2%

19.0%

17.9%

16.7%

16.6%

9.4%

1.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

緑や水辺など自然環境が保全されたまち

ごみのポイ捨てなどがない「環境美化」が進んだまち

公害のない良好な生活環境が確保されたまち

商業施設などが充実した利便性が向上したまち

まちなかの景観が良好に保全されたまち

エネルギーを効率的に活用したまち

地産地消の取り組みが進んだまち

リサイクルなどの４Ｒが推進され、資源が循環するまち

歴史的な建物や伝統文化が大切に残されているまち

農地が保全され、「農」とのふれあいが進んだまち

その他

問11.10年後に望む環境の姿 n=886

61.7%

40.4%

22.4%

14.4%

11.3%

7.5%

27.6%

44.8%

43.3%

39.0%

26.3%

26.1%

7.8%

11.5%

30.2%

42.9%

58.3%

62.1%

2.9%

3.3%

4.1%

3.7%

4.2%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⑥海洋プラスチック問題・マイクロプラスチック問題

④パリ協定

③生物多様性

⑤COOL CHOICE

①SDGs

②ESD

問10.次の言葉を知っているか

内容を知っている 内容はよく知らないが、聞いたことはある 聞いたことがない 無回答・無効

n=886
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【参考：市民アンケート調査票】 
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 事業者アンケート結果 
 

＜実施概要＞ 

調査対象 市内の事業所200社 

実施時期 2019年7月26日～2019年8月9日 

配布回収数 配布数［200］  回収数［64］  回収率［32.0%］ 
 

＜基本目標の優先順位について＞ 

事業者アンケートの問3の結果からは、環境の現状や市の環境施策に関して、「都市環

境」「生活環境」「地球環境」の順で、重要度と満足度の差が大きく、この分野について、

第3次環境基本計画では、重点的に取り組む必要があると考えられます。 

また、事業者アンケートでは、市民アンケート結果とは異なり、「生活環境」に関する

分野の重要度が高い傾向となりました。 

 

＜基本施策や施策の方向性に盛り込むべき事項について＞ 

事業者アンケートの問3の結果からは、「自動車の交通流対策の取り組み」が特に、重要

度と満足度の差が大きく、この分野について第3次環境基本計画では、重点的に取り組む

必要があると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①環境教育・環境学習の機会を

創出する取り組み

②環境活動の推進の取り組み

③環境啓発イベントによる

環境情報の提供

④市ホームページによる

環境情報の提供

⑤再生可能エネルギーの普及・促進の取り組み

⑥省エネや地球温暖化防止に

向けた取り組み

⑦気候変動の影響に対する

適応策の取り組み ⑧ヒートアイランド対策の取り組み

⑨生態系の保全の取り組み

⑩有害鳥獣の防除の取り…

⑪自然とのふれあいの場の

確保の取り組み
⑫みどりの保全と創出の取り

組み

⑬環境美化の取り組み

⑭自動車の交通流対策の取り組み

⑮公共場所のバリアフリー

化の取り組み

⑯歴史文化遺産の保存

と活用の取り組み

⑰資源の有効活用の取り組み

⑱まちの安全・安心の取り組み

⑲水資源の保全や有効活用の取り組み

⑳公害対策の推進

-5.0

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

-5.0 -4.0 -3.0 -2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

満
足
度

重要度

問3.枚方市の環境の取り組みの散布図

(点)

(点)

（基本目標単位での結果） 

１位：都市環境 

2位：生活環境 

3位：地球環境 

4位：自然環境  

5位：人づくり・情報 
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＜事業者の環境保全活動の促進のための施策の方向性について＞ 

事業者アンケート「問4 事業者による環境保全活動」の結果からは、良く参加してい

る、もしくは時々参加することがある環境保全活動は、「事業所周辺の清掃活動（57.8％）」、

「地域の清掃活動や美化活動への参加・協力（51.6％）」の順で多くなっており、第3次

環境基本計画では、こうした環境保全活動の場を継続して、創出することが求められてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者アンケート「問5 事業者による環境保全の行動」の結果からは、日常的に取り

組まれている事業者による環境保全行動は、「冷暖房の適正管理やクールビズ・ウォーム

ビス（75.0％）」「受動喫煙防止の取り組み（53.1％）」「省エネ技術や省エネ機器の導入

（45.3％）」の順であることがわかりました。また、今後取り組んでみたい環境保全行動

は、「ごみの量の把握やごみ減量のための取り組み（41.7％）」「省エネ技術や省エネ機器

の導入（22.7％）」「電気自動車などの低公害車の導入（18.0％）」の順となりました。今

後は、ごみの量の把握やごみ減量のための取り組みへの支援が必要であると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

25.0%

21.9%

15.6%

1.6%

3.1%

32.8%

29.7%

20.3%

14.1%

6.3%

18.8%

42.2%

48.4%

62.5%

82.8%

89.1%

78.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①事業所周辺の清掃活動

②地域の清掃活動や美化活動への参加・協力

③事業所の緑化活動

④環境保全団体等への支援

⑤里山保全など自然保護活動

⑥環境問題に関する講演会・観察会等への参加

問4.地域などで実施されている環境保全活動の参加の有無

よく参加している 時々、参加することがある 参加したことがない

n=64

75.0%

53.1%

45.3%

43.8%

40.6%

35.9%

32.8%

21.9%

18.8%

18.8%

12.5%

10.9%

9.4%

7.8%

15.6%

20.3%

17.2%

25.0%

32.8%

35.9%

32.8%

23.4%

17.2%

18.8%

25.0%

21.9%

10.9%

7.8%

7.8%

18.8%

34.4%

26.6%

18.8%

23.4%

28.1%

48.4%

56.3%

56.3%

56.3%

60.9%

75.0%

78.1%

1.6%

7.8%

3.1%

4.7%

7.8%

4.7%

6.3%

6.3%

7.8%

6.3%

6.3%

6.3%

4.7%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①冷暖房の適正管理やクールビズ、ウォームビズ

⑬受動喫煙防止の取り組み

③省エネ技術や省エネ機器の導入

②エネルギー管理

⑫ごみの量の把握やごみ減量のための取り組み

⑦アイドリングストップなど、エコドライブの取り組み

④環境にやさしい商品の購入

⑥環境に関する社会貢献活動

⑤環境配慮型製品の提供

⑩エコ通勤の促進や支援

⑭貴事業所の環境に関する情報発信

⑪屋上緑化や壁面緑化、緑のカーテンの取り組み

⑧再生可能エネルギーの導入

⑨電気自動車などの低公害車の導入

問5.環境保全の行動の取り組みの有無

日頃から取り組んでいる 時々、取り組むことがある 取り組んだことがない 無回答・無効

n=64n=64
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＜重点的に取り組むべき施策について＞ 

事業者アンケート「問6 市に期待する環境保全施策」の結果からは、市に期待する環

境保全施策については、「環境に関する情報提供（50.0％）」「環境配慮設備への補助金な

どの財政的支援（40.6％）」の順で多いことがわかりました。 

第３次環境基本計画では、市の施策として、環境情報の積極的な提供や環境配慮設備の

導入支援が必要であると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

41.7%

22.7%

18.0%

17.6%

16.7%

16.7%

16.1%

12.8%

11.1%

8.3%

8.3%

6.7%

5.6%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

⑫ごみの量の把握やごみ減量のための取り組み（n=12）

③省エネ技術や省エネ機器の導入（n=22）

⑨電気自動車などの低公害車の導入（n=50）

②エネルギー消費量の把握などエネルギー管理の実践（n=17）

⑧再生可能エネルギーの導入（n=48）

⑬受動喫煙防止の取り組み（n=12）

⑥環境に関する社会貢献活動（n=31）

⑪屋上緑化や壁面緑化、緑のカーテンの取り組み（n=39）

④環境にやさしい商品の購入（n=18）

⑤環境配慮型製品の提供（n=36）

⑭貴事業所の環境に関する情報発信（n=36）

⑦アイドリングストップなど、エコドライブの取り組み（n=15）

⑩エコ通勤の促進や支援（n=36）

①冷暖房の適正管理やクールビズ、ウォームビズ（n=5）

問5.今後取り組んでみたい環境保全行動

50.0%

40.6%

28.1%

28.1%

14.1%

12.5%

3.1%

6.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

環境に関する情報提供

環境配慮設備への補助金などの財政的支援

環境活動の推進の場の整備

市施設などへの環境配慮設備の率先的導入

環境活動を PR する場の提供

特になし

事業所間での情報交換や連携の場の提供

その他

問6.行政に期待する環境保全施策 n=64
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＜環境情報の提供手法について＞ 

事業者アンケート「問7 環境に関する情報の取得方法」の結果からは、「環境」に関す

る情報を取得する手法は、「広報ひらかた（64.1％）」「枚方市ホームページ（43.8％）」

「新聞・雑誌・ミニコミ誌（37.5％）」の順で多いことがわかりました。 

また、今後活用を期待する手法は、「SNS（53.1％）」「出前講座や環境イベント

（51.6％）」の順で多いことがわかりました。 

今後は、引き続き、広報ひらかたや枚方市ホームページなどを活用した情報提供を行う

とともに、出前講座や環境イベントの機会の拡大を行っていく必要があると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

64.1%

43.8%

37.5%

25.0%

18.8%

15.6%

15.6%

10.9%

9.4%

25.0%

31.3%

23.4%

34.4%

46.9%

45.3%

53.1%

51.6%

48.4%

10.9%

25.0%

39.1%

40.6%

34.4%

39.1%

31.3%

37.5%

42.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①広報ひらかた

④枚方市ホームページ

⑨新聞・雑誌・ミニコミ誌

⑧テレビやラジオ

②環境啓発パンフレット

⑤市以外のホームページ

⑦SNS

③出前講座や環境イベント

⑥自治会などの説明会

問7.「環境」に関する情報を取得する ための手法

現在、活用している媒体 今後、活用を期待する媒体 無回答・無効

n=64
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【参考：事業者アンケート調査票】 
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 市内高校生ワークショップ結果 

＜実施概要＞ 

参加校 ・大阪府立枚方高等学校 

・大阪府立枚方なぎさ高等学校 

・大阪府立長尾高等学校 

・東海大学付属大阪仰星高等学校 

実施日 2019年9月21日（土）13：00～15：45 

ファシリテーター 大阪産業大学大学院 人間環境学専攻 花田 眞理子 教授 

グループリーダー 大阪産業大学 学生 6名 

当日プログラム １．開会挨拶 

２．出席者紹介 

３．枚方市の環境の状況などについて（10～15分） 

４．ワークショップ開始 

① 自己紹介、役割分担（5分～10分） 

  ② 関心のある環境問題や枚方の環境について思うこと（30

分）、まとめ作業（10分） 

③ 各グループ中間発表、情報共有（各グループ1分程度、合

計10分） 

④ 「将来、住み続けたい枚方の環境」、「自分たちにできるこ

と」（30分）、まとめ作業（10分） 

  ⑤ グループ発表（各グループ3～5分程度、合計25分程度） 

  ⑥ ワークショップ総評 

５． 参加者アンケートの記入（5分程度） 

６． 閉会挨拶 

 

＜当日の様子＞ 
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＜結果の概要＞ 

●「関心のある環境問題や枚方の環境について思うこと」 

・関心のある環境問題としては、マイクロプラスチックなどの海洋汚染の問題、外来

生物の増加や森林破壊などの自然環境に関する問題、地球温暖化による海面上昇な

どといった地球規模の環境問題に関する意見も出されましたが、枚方市の暑さ、ア

ライグマなどの外来生物の増加や市域の自然環境の状況など身近な自然環境の変

化、まちなかのごみのポイ捨てなど、これまでの生活経験に基づいた意見が多く見

られました。 

・枚方の環境について思うことについては、川の水が綺麗、ホタルがいる、たくさん

の人が環境を大切にしようとしているなどといった枚方の環境で良いと感じること

も意見として出されましたが、公園でのハトや野良猫への餌やり、焼き畑での煙、

お祭りごみや河川のごみ、国道1号線の交通量の多さ、公共交通機関の本数を多く

してほしいなど、改善してほしいと感じることについての意見が多く見られました。 
 

●「将来、住み続けたい枚方の環境」 

・外来生物を減少させて在来生物を増やしていくことや緑の保全、まちなかの緑化な

ど、人と自然が共存できる自然環境が確保されたまちを望む意見が多くありました

が、これにあわせて、快適な気温とともに、公共交通機関の充実、まちなかのきれ

いさなど、都市環境の利便性・快適性を求める意見が多く得られました。 

・交通安全のために信号機を増やして欲しい、条例などに縛られずあそべる公園が欲

しい、自然が豊かな場所があって欲しい、ポイ捨てがなくきれいなまちであって欲

しいなど身近な生活環境が確保されたまちを望む意見も多く見られました。 
 

●「自分たちにできること」 

・まずは自分たちの身の回りということで、ポイ捨てはしない、ごみは分別する、ご

み拾い活動への参加、レジ袋を断るといったゴミに関する活動が非常に多くあげら

れました。他にも節電に取り組む、打ち水をする、ジャンボタニシなどの外来種を

見かけたら駆除するといった意見もありました。 

・枚方の環境について自主的に学ぶだけでなく、環境に関することをいろんな人たち

と情報共有することで、環境に興味を持ってもらうといった、人材育成に関する意

見も得られました。 

 

 

 

 

 

 

 

  

今後を担っていく若年層は、将来の枚方市の環境について、豊かな自然環境を確保し

ていくことと同時に、利便性の高い都市環境やポイ捨てのないきれいなまちにしてい

きたいと考えていることがわかりました。 
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【１１】 用語集  
 

【ア】 

IoT（アイオーティー） 

    Internet of Thingsの略で、「モノのインターネット」と呼ばれる。自動車、家電、

ロボット、施設などあらゆるモノがインターネットにつながり、情報のやり取りをする

ことで、モノのデータ化やそれに基づく自動化等が進展し、新たな付加価値を生み出す。 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法 

    適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に深

刻な影響を及ぼしていることに鑑み、空家等に関する対策を総合的に推進するために定

められた。市町村は、著しく劣化した「特定空家等」に対し、指導、勧告、命令、代執

行の措置を講ずることができる。 

 

アダプトプログラム 

    市民グループや企業などの団体が、地域に根差した社会貢献活動として一定区域の美

化の管理を担う制度のこと。 

 

イノベーション（技術革新） 

    新技術の発明や新規のアイデア等から、新しい価値を創造し、社会的変化をもたらす

自発的な人・組織・社会での幅広い変革のこと。 

 

ESD（イーエスディー） 

    環境、貧困、人権、平和、開発といった世界規模の課題を自らの問題として捉え、身

近なところから取り組むことにより、それらの課題解決につながる新たな価値観や行動

を生み出すこと、それによって持続可能な社会を創造していくことをめざす学習や活動。 

 

エコロジカルネットワーク 

    健全な生態系を保全・再生・創出するため、生態系の拠点の適切な配置やつながりを

確保すること。保全すべき自然環境や優れた自然条件を有している地域を核として、こ

れらを有機的につなぐことにより、生息・生育空間のつながりや適切な配置を確保する

ことができる。 

 

AI（エーアイ） 

    Artificial Intelligenceの略で、人工知能のこと。 
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S-EMS（エス・イーエムエス）：学校版環境マネジメントシステム 

    市内の全公立小中学校と幼稚園を対象に、教職員や子どもたちが効果的に環境保全活

動に取り組むため、実施している市独自の環境マネジメントシステム。 

 

SDGs（エスディージーズ） 

    世界のさまざまな問題を解決し、持続可能な社会を実現するための包括的な目標とし

て、世界各国が合意した17の目標。経済、社会、環境の3つの側面のバランスのとれた、

持続可能な開発をめざしている。（P.2参照） 

 

MDGs（エムディージーズ） 

    2000年の国連ミレニアム・サミットで採択された開発目標で、2015年までに達成

すべき目標として8つのゴールと21のターゲットで構成される。MDGｓは極度の貧困

や初等教育の普及など、途上国の開発に関する目標が中心であり、これを引き継ぎつつ

全世界がめざすべき包括的な目標としたものがSDGsとなる。 
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ＳＤＧｓの17のゴール 
 

目標１【貧困】 

 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせ

る 

目標10【不平等】 

 

各国内及び各国間の不平等を是正する 

目標２【飢餓】 

 

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改

善を実現し、持続可能な農業を促進する 

目標11【持続可能な都市】 

 

包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続

可能な都市及び人間居住を実現する 

 

目標３【保健】 

 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活

を確保し、福祉を促進する 

 

目標12【持続可能な消費と生産】 

 

持続可能な生産消費形態を確保する 

 

目標４【教育】 

 

すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教

育を提供し、生涯学習の機会を促進する 

目標13【気候変動】 

 

気候変動及びその影響を軽減するための緊

急対策を講じる 

 

目標５【ジェンダー】 

 

ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女

児の能力強化を行う 

目標14【海洋資源】 

 

持続可能な開発のために海洋・海洋資源を

保全し、持続可能な形で利用する 

 

目標６【水・衛生】 

 

すべての人々の水と衛生の利用可能性と持

続可能な管理を確保する 

 

目標15【陸上資源】 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持

続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の

劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する 

 

目標７【エネルギー】 

 

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可

能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する 

目標16【平和】 

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、

すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルに

おいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する 

 

目標８【経済成長と雇用】 

 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な

雇用と働きがいのある人間らしい雇用(ディーセント・ワーク)を促進する 

 

目標17【実施手段】 

 

持続可能な開発のための実施手段を強化

し、グローバル・パートナーシップを活性化する 

 

目標９【インフラ、産業化、イノベーション】 

 

強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続

可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る 
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【カ】 

海洋プラスチック、マイクロプラスチック 

    プラスチックは、きちんと処理されず環境中に流出するものが多く存在する。流出し

たプラスチックが海に流れ込み、海の生態系に大きな影響を与えている問題を海洋プラ

スチックごみ問題という。また、波や紫外線等の影響を受けるなどしたプラスチックが

小さな粒子となって生態系に取り込まれ、大きな影響を与えることが懸念されており、

マイクロプラスチック問題と呼ばれる。 

 

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律 

    従来の「環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律」を改正し

たもの。持続可能な社会を構築するために求められる環境教育や協働取組の推進などに

関する事項や、国、地方公共団体、国民の責務等を定めている。 

 

環境情報コーナー 

    従来の「環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律」を改正し

たもの。持続可能な社会を構築するために求められる環境教育や協働取組の推進などに

関する事項や、国、地方公共団体、国民の責務等を定めている。 

 

カーシェアリング（カーシェア） 

    1台のクルマを複数の人々と共同で利用する仕組み。社会全体のクルマの数を減らす

とともにメリハリのある利用が促進されるため、環境負荷の軽減が期待できる。 

 

カーボンオフセット 

    日常生活や経済活動において避けることができないCO2等の温室効果ガスの排出に

ついて、まずできるだけ排出量が減るよう削減努力を行い、どうしても排出される温室

効果ガスについて、排出量に見合った温室効果ガスの削減活動に投資すること等により、

排出される温室効果ガスを埋め合わせるという考え方。 

 

カーボンリサイクル 

    CO2を資源として捉え、これを分離・回収し、鉱物化や人工光合成、メタネーション

による素材や燃料への再利用等とともに、大気中へのCO2排出を抑制していくこと。 

 

気候変動 

    長期的な気候の変化。太陽活動や火山活動、地球軌道変化など自然要因の気候変動と、

化石燃料の消費による二酸化炭素の増加など人為的要因の気候変動がある。近年では、

人間活動に伴う温室効果ガスの増加に起因する地球温暖化とほぼ同義で用いられるこ

とが多い。 
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気候変動の影響に対する適応策 

    気候変動に関する各種の影響評価結果を踏まえ、気候変動の影響に適応するための各

種方策（既に起こりつつある気候変動影響の防止・軽減のための備えと、新しい気候条

件の利用を行うこと。）。これを計画的かつ総合的に進めるための計画として、政府が策

定する日本全体の計画である「気候変動適応計画」と、それに即して各自治体が策定す

る「地域気候変動適応計画」がある。 

 

クールチョイス 

    パリ協定で定められた温室効果ガス排出量の削減目標を達成するために、日本が世界

に誇る省エネルギー・低炭素型の製品・サービス・行動など、温暖化対策に資するあら

ゆる「賢い選択」を促す国民運動のこと。 

 

小型家電法 

    正式名称「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」。デジタルカメラ

等に含まれるレアメタル等を有効にリサイクルするため、使用済小型電子機器等の再資

源化を促進するための事項を定めたもの。 

 

【サ】 

スマート農業 

    ロボット、AI、IoTなど先端技術を活用する農業のこと。 

 

生物多様性 

    生物種の多様さを意味する語で、(1)「生態系の多様性」＝様々な生態系が存在する

こと、(2)「種の多様性」＝様々な生物種が存在すること、(3)「遺伝的多様性」＝種は

同じでも、生息地域等に応じて遺伝子レベルで異なる特徴があること、という３つのレ

ベルの多様性での保全が必要とされる。（P.33参照） 

 

ZEH（ゼッチ）：ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス 

    住まいの断熱性・省エネルギー性能を上げること、そして太陽光発電などでエネルギ

ーを創ることにより、年間の一次消費エネルギー量（空調・給湯・照明・換気）の収支

をプラスマイナス「ゼロ」にする住宅を指す。 

 

ZEB（ゼブ）：ネット・ゼロ・エネルギー・ビル 

    建物の運用段階でのエネルギー消費量を、省エネルギーや再生可能エネルギーの利用

を通して削減し、限りなくゼロにしたビル。 
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【タ】 

テレワーク 

    ICT(情報通信技術)を利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方のこと。 

 

電気自動車 （EV） 

    Electric Vehicleの略で、バッテリー（蓄電池）に蓄えた電気を電動モーターで使用

し、車を駆動させる自動車のこと。ガソリン自動車はガソリンを燃焼させ車を駆動させ

るのに対して、電気自動車は蓄えた電気を使用するため、走行中にCO2や排気ガスが発

生しないという特徴がある。 

 

【ナ】 

2050年二酸化炭素排出量実質ゼロ宣言 

    国連の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の特別報告書において「気温上昇を

２℃よりリスクが低い1.5℃に抑えるためには、2050年までに二酸化炭素の排出量を

実質ゼロにすることが必要」と報告されており、その実現に向けて、市民・市民団体、

事業者と気候変動に対する危機感を共有し、市が先頭に立って、取り組む決意を示すた

めに行った宣言のこと。 

 

燃料電池自動車 （FCV） 

    Fuel Cell Vehicleの略で、燃料電池で水素と酸素を反応させて発生した電気を電動

モーターで使用し、車を駆動させる自動車のこと。電気自動車と同様に走行中にCO2や

排気ガスが発生しないという特徴がある。 

 

【ハ】 

バリアフリー 

    高齢者や障がい者が社会生活を送る上で障壁となるものを除去すること。障壁には、

物理的、社会的、制度的、心理的な障壁、情報面での障壁などがある。 

 

パリ協定 

    地球温暖化対策に関する2020年以降の新たな国際枠組み。世界の平均気温の上昇を

２℃よりも十分低く保つため、すべての加盟国が自国の削減目標を掲げ実行するととも

に、5年ごとにその目標をさらに高めることなどが合意された。 

 

ひらかたエコフォーラム 

    市内で行われている環境保全活動を共有し、環境に関する市民の関心を高め、市域に

おける環境保全活動の更なる推進を図ることを目的に、本市、本市教育委員会、NPO

法人ひらかた環境ネットワーク会議の共催で開催している環境イベント。 
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ひらかた環境ネットワーク会議 

    市民・市民団体、事業者、行政がパートナーシップを形成し、それぞれが連携・協力

して取り組むための拠点組織として、2004（平成16）年2月に設立された組織。 

 

枚方市地球温暖化対策協議会 

    市内事業者と枚方市が、地球温暖化防止に向けた取り組みを、連携・協力して推進し

ていくために、2009（平成21）年4月に「地球温暖化対策の推進に関する法律」第40

条に基づく地球温暖化対策地域協議会として設立された組織。 

 

ひらかたプラごみダイエット～ポイ捨てゼロ宣言 

    市民・市民団体、事業者、行政が連携・協力し、「ポイ捨てをしない、させない環境

づくり」や「使い捨てプラスチックの使用削減に向けた取り組み」の推進に向けて、市

が先頭に立って、取り組む決意を示すために行った宣言。（P.24参照） 

 

【ミ】 

みどりのプラットホーム 

    市民・市民団体、事業者、大学、行政が連携して、みどりの課題や今後のみどりづく

りについて話し合う場。 

 

【ヨ】 

４Ｒ 

４Ｒは、リフューズ（不要なものを「断る」）、リデュース（ごみになるものを「減ら

す」）、リユース（使えるものを「繰り返し使う」）、リサイクル（ごみを「資源化する」）

の４つの頭文字を取った、ごみ減量に関する取り組みのこと。全国的には、３Ｒ（リデ

ュース・リユース・リサイクル）が推進されていますが、本市では、これにリフューズ

を加えて４Ｒとし、特に発生抑制につながるリフューズ・リデュース・リユースを優先

している。 
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【１２】 枚方市環境基本条例 
 

平成10年３月27日 

条例第１号 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第７条） 

第２章 環境の保全と創造に関する基本的施策 

第１節 施策の基本方針（第８条） 

第２節 環境基本計画（第９条・第10条） 

第３節 環境の保全と創造を推進するための施策（第11条―第23条） 

第３章 地球環境の保全の推進（第24条・第25条） 

第４章 環境審議会（第26条） 

附則 

人は、空気、水、大地、太陽などの自然の恩恵のもとに生存してきた。 

私たちの枚方市は、大阪と京都の中間に位置し、豊かな自然と歴史、文化に恵まれて、生命

をはぐくみ発展してきた。 

しかし、都市化の進展や資源・エネルギーの大量消費などを伴った社会経済活動は、生活の

利便性を高める一方、身近な自然を減少させ、環境への負荷の急速な増大をもたらし、私たち

を取り巻く生態系の微妙な均衡と循環にも影響を及ぼすこととなり、すべての生き物の生命の

源であり、人類の存続の基盤であるかけがえのない環境が地球規模で損なわれつつある。 

もとより、すべての市民は、健康で文化的な生活を営むことができる良好な環境を享受する

権利を有するとともに、良好な環境を将来の世代に引き継いでいく責務を有している。 

このため、私たちは、豊かな環境の恵みを享受する一方で環境に対して様々な影響を与えて

いることや、地域の環境を良好に維持することが地球環境の保全につながることを理解し、こ

れまでの生活や事業活動を自ら問い直し、すべての市民の参加と協働によって地域の健全で恵

み豊かな環境を保全し、ゆとりと潤いのある快適な環境を創造していくよう取り組まなければ

ならない。 

この認識のもとに、市民憲章の理念を踏まえ、人と自然とのふれあいが保たれ、景観・歴史・

文化など地域の特性を活かした快適で住み良く、環境への負荷の少ない持続的に発展すること

が可能な“環境を思いやるまち枚方”を実現するため、ここに、この条例を制定する。 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、本市における健全で恵み豊かな環境の保全及びゆとりと潤いのある快適

な環境の創造（以下「環境の保全と創造」という。）について基本理念を定め、市、事業者

及び市民の責務を明らかにするとともに、環境の保全と創造に関する施策の基本となる事項

を定めることにより、これらの施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来にわ

たって市民が健康で文化的な生活を営むことができる良好な環境の確保に資することを目

的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支

障の原因となるおそれのあるものをいう。 

（２） 地球環境の保全 人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の進行、海

洋の汚染、野生生物の種の減少その他の地球全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼ

す事態に係る環境の保全であって、人類の福祉に貢献するとともに市民の健康で文化的な

生活の確保に寄与するものをいう。 

（基本理念） 

第３条 環境の保全と創造は、次に掲げる基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

推進されなければならない。 

（１） すべての市民が健康で文化的な生活を営むことができる良好な環境を確保し、これ

を将来の世代へ継承していくべきこと。 

（２） 環境資源の適正な管理及び循環的な利用を図り、環境への負荷の少ない持続的に発

展することが可能な社会の実現を目指すべきこと。 

（３） 地域における多様な生態系及び自然環境に配慮し、人と自然との共生を図るべきこ

と。 

（４） 地球環境の保全が人類共通の課題であることから、すべての事業活動及び日常生活

において、地球環境の保全を自らの問題としてとらえ積極的に推進すべきこと。 

（市の責務） 

第４条 市は、環境の保全と創造に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、及び実施する責

務を有する。 

２ 市は、環境への影響に関わる施策の策定及び実施に当たっては、環境の保全と創造を優先

し、環境への負荷の低減その他必要な措置を講ずる責務を有する。 
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３ 市は、事業者及び市民の自主的な環境の保全と創造に関する活動への取組の支援に努めな

ければならない。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、これに伴う環境への負荷の低減その他

の環境の保全と創造に資するため必要な措置を講ずる責務を有する。 

２ 前項に定めるもののほか、事業者は、環境の保全と創造に自ら努めるとともに、市が実施

する環境の保全と創造についての施策に参加し、及び協力する責務を有する。 

（市民の責務） 

第６条 市民は、その日常生活に伴う環境への負荷の低減に努めなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、市民は、環境の保全と創造に自ら努めるとともに、市が実施す

る環境の保全と創造についての施策に参加し、及び協力する責務を有する。 

（各主体の協働） 

第６条の２ 市、事業者及び市民は、前３条に規定するそれぞれの責務を果たすとともに、協

働して環境の保全と創造に関する施策及び活動を推進するように努めなければならない。 

（平18条例31・追加） 

（環境の状況等の公表） 

第７条 市長は、毎年、環境の状況、環境の保全と創造に関する施策の実施状況等を公表しな

ければならない。 

（平18条例31・一部改正） 

第２章 環境の保全と創造に関する基本的施策 

第１節 施策の基本方針 

第８条 環境の保全と創造に関する施策の策定及び実施は、基本理念にのっとり、次に掲げる

事項を基本的な方針として、各種の施策相互の有機的な連携を図りつつ、総合的かつ計画的

に行われなければならない。 

（１） 人の健康が保護され、及び生活環境が保全されるよう、大気、水、土壌等が良好な

状態に保持されること。 

（２） 野生生物の生息又は生育環境への配慮等により豊かな生態系が保持されるととも

に、河川等の水辺地、農地、里山等の自然を適正に保全し、人と自然とのふれあいが図ら

れること。 

（３） 環境に配慮した秩序ある住環境の創出を図り、安全で良好な都市環境が形成される

こと。 

（４） 水や緑に親しむことができる生活空間の創出、地域の特性を活かした良好な都市景
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観の形成、歴史的・文化的環境の保全及び活用等により、快適な環境が創造されること。 

（５） 廃棄物の減量、資源の循環的な利用、エネルギーの消費の抑制等を徹底することに

より、資源循環型の社会が構築されること。 

（６） 地球温暖化の防止、オゾン層の保護等の地球環境の保全が推進されること。 

第２節 環境基本計画 

（環境基本計画） 

第９条 市長は、環境の保全と創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための計画

（以下「環境基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 環境基本計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１） 環境の保全と創造に関する目標及び施策の大綱 

（２） 前号に掲げるもののほか、環境の保全と創造に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項 

３ 市長は、環境基本計画を策定するに当たっては、市民の意見を反映することができるよう

に必要な措置を講じなければならない。 

４ 市長は、環境基本計画を策定するに当たっては、あらかじめ、枚方市環境審議会の意見を

聴かなければならない。 

５ 市長は、環境基本計画を策定したときは、速やかに、これを公表しなければならない。 

６ 前３項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 

（環境基本計画との整合性） 

第10条 市長は、環境に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たって

は、環境基本計画との整合を図るものとする。 

第３節 環境の保全と創造を推進するための施策 

（環境影響評価の推進） 

第11条 市は、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業を行おうとする者が、当該事業

を実施するに当たりあらかじめその事業に係る環境への影響について自ら適正に調査、予測

又は評価を行い、その結果に基づき、その事業に係る環境の保全について適正に配慮するこ

とを推進するため、必要な措置を講ずるものとする。 

（規制の措置） 

第12条 市は、公害を防止するため、必要な規制の措置を講ずるものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、市は、環境の保全上の支障を防止するため、必要があると認め

るときは、規制の措置を講ずるものとする。 

（経済的措置） 
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第13条 市は、事業者及び市民が行う環境への負荷の低減その他の環境の保全と創造に資す

る活動を促進するため、経済的な助成等必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

２ 市は、環境への負荷の低減を図るため、事業者及び市民に係る適正な経済的負担の措置に

ついて調査及び研究を行い、特に必要があると認めるときは、その措置を講ずるように努め

るものとする。 

（公害に係る被害救済） 

第14条 市は、公害に係る健康被害の救済を図るため、必要な措置を講ずるものとする。 

（公共施設の整備等） 

第15条 市は、下水道、廃棄物処理施設その他の環境の保全に資する公共施設の整備を推進

するものとする。 

２ 市は、公園、緑地等の公共施設の適正な整備を図るとともに、これらの施設の健全な利用

を促進するため、必要な措置を講ずるものとする。 

３ 市は、公共施設の建設及び維持管理に当たっては、資源及びエネルギーの有効利用並びに

廃棄物の減量が促進されるように必要な措置を講ずるものとする。 

（市民等の参加） 

第16条 市は、環境の保全と創造に資する施策を実施するに当たり、その施策を効果的に推

進するため、市民、事業者及びこれらの者で組織する民間の団体（以下「民間団体」という。）

の参加、協力等が得られるように努めなければならない。 

（環境教育及び学習） 

第17条 市は、市民、事業者及び民間団体が自ら環境の保全と創造についての理解を深め、

環境の保全と創造に資する活動を行う意欲が増進されるように、施設の整備及び充実を図る

とともに、環境の保全と創造に関する教育、学習の振興及び広報活動の充実等に係る必要な

措置を講ずるものとする。 

（市民等の自主的な活動の促進） 

第18条 市は、市民、事業者及び民間団体が行う環境の保全と創造に資する自主的な活動が

促進されるように必要な措置を講ずるものとする。 

（調査研究の充実） 

第19条 市は、環境の保全と創造に関する施策の策定に必要な調査研究の充実及び情報の収

集に努めるものとする。 

（監視等の体制の整備） 

第20条 市は、環境の保全に関する施策を適正に実施するため、環境の状況の把握に必要な

監視、測定等の体制の整備に努めるものとする。 
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（環境情報の公開及び提供） 

第21条 市は、市民、事業者及び民間団体が行う環境の保全と創造に関する活動の促進に資

するため、環境の状況その他の環境の保全と創造に関する必要な情報を公開し、適切に提供

するように努めるものとする。 

（広域的連携） 

第22条 市は、環境の保全と創造を図るための広域的な取組を必要とする施策について、国

及び他の地方公共団体等と協力して、その推進に努めるものとする。 

（推進体制） 

第23条 市は、環境の保全と創造に関する施策を総合的に推進するための必要な体制を整備

するものとする。 

第３章 地球環境の保全の推進 

（地球環境の保全の推進） 

第24条 市は、地球の温暖化の防止、オゾン層の保護等の地球環境の保全に資する施策を積

極的に推進するものとする。 

２ 事業者及び市民は、その事業活動及び日常生活が地球環境の保全と密接に関係することに

かんがみ、市の施策に協力し、地域における地球環境の保全のための活動に積極的に取り組

むように努めなければならない。 

（地球環境の保全に関する国際協力への貢献） 

第25条 市は、地球環境の保全に関する施策の実施に当たっては、国及び他の地方公共団体

等と連携し、国際協力に貢献できるように努めるものとする。 

第４章 環境審議会 

第26条 環境基本法（平成５年法律第91号）第44条の規定に基づき、市長の附属機関とし

て、枚方市環境審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議し、及び答申する。 

（１） 環境基本計画に関する事項 

（２） 前号に掲げるもののほか、環境の保全と創造に関する基本的事項 

３ 審議会は、前項に規定する事項に関し、市長に意見を述べることができる。 

４ 審議会は、委員25人以内で組織する。 

５ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 学識経験のある者 

（２） 関係行政機関の職員 

（３） 前２号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 
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６ 特別の事項を調査審議するため必要があるときは、審議会に臨時委員を置くことができ

る。 

７ 臨時委員は、特別の事項の調査審議に関し適当と認める者のうちから市長が委嘱する。 

８ 審議会は、その担任事務を処理するため必要があるときは、関係者に対し、資料の提出、

意見、説明その他の必要な協力を求めることができる。 

９ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織、運営その他必要な事項は、規則で定める。 

（平11条例11・平18条例31・一部改正） 

附 則 

この条例は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則〔平成11年３月19日条例第11号抄〕 

１ この条例は、平成11年５月１日から施行する。 

附 則〔平成18年６月16日条例第31号〕 

この条例は、公布の日から施行する。 
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